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         概要 

本資料は、令和3年11月から令和6年3月に実施した「自動運転の普及拡大に向

けた道路との連携に関する共同研究」の成果を報告するものである。本共同研究

では、自車位置特定補助情報について、車線維持支援システムの作動の観点から

、区画線の剥離率に関する要件案を作成した。また、先読み情報について、ユー

スケースの選定とサービスの要件定義案を作成した。 

キーワード：自動運転、車線維持支援システム、区画線、先読み情報 

 

         Synopsis 

This document reports the results of "Joint Research and Development for Automated 

Driving through Collaboration between Automated Driving Vehicles and Roads", which 

was conducted from November 2021 to March 2024. In this research, regarding 

localizing support information, a draft requirement on a faint level of lane markings was 

created from the perspective of a reliable operation of lane keeping assist. Also, regarding 

look-ahead information, some use cases were selected and a draft requirement definition 

on look-ahead information was created.  

Key Words ：automated driving, lane keeping assist, lane marking, look-ahead information 
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1.  はじめに 
交通事故はヒューマンエラーがその原因の大半であり、疲労も無くエラーが少ない自動運転は、

交通事故の削減に大きく寄与すると期待されている。また、追従の反応時間も低減することから、

渋滞緩和、環境負荷低減等に資するものと考えられている。このため、近年、自動運転はドライバ

ーが監視・責任主体であるレベル 2 以下の自動運転を中心に急速に普及している。また、自動運転

の高度化に向けて、官民を挙げた取組が進められており、特に高速道路の自動運転については、2025

年目途にレベル 4 実現という政府目標を掲げ、官民を挙げて活発な取組がなされている。 

一方で、自動運転の高度化に向けては、課題も指摘されている。まず、運転支援システムの一つ

である車線維持支援システム（lane keeping assist：以下「LKA」という。）は、区画線がかすれてい

る場合は作動しない可能性がある。また、自動運転車は車両単独では周囲の交通状況を把握できな

い箇所や通行障害となる事物の存在する箇所では、余裕を持った車線変更や速度調整を行うことは

困難であり、安全・円滑な自動走行を継続することができない。このような箇所において安全・円

滑な自動運転を実現するには、区画線が一定水準以上で維持管理され、また、通信を用いて工事規

制等の道路前方の情報（以下「先読み情報」という。）をあらかじめ取得し、当該情報に基づいて余

裕を持った車両制御を行うことが必要となる。 

このため、国土交通省国土技術政策総合研究所（以下「国総研」という。）では、高速道路での安

全で円滑な自動運転を実現するうえでの課題を道路との連携により解決することを目的として、

2021 年 11 月から 2024 年 3 月まで「自動運転の普及拡大に向けた道路との連携に関する共同研究

（以下「本共同研究」という。）」を実施した。 

本資料は、本共同研究の成果を取り纏めて報告するものである。本資料が、自動運転の普及拡大

に寄与し、安全・安心な道路交通社会の実現につながれば幸いである。
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2.  共同研究の枠組み 
 

2.1.  本共同研究の位置付け 
国総研では、路車協調 ITS に関する官民共同研究を 2012 年 9 月から 2023 年 3 月まで実施し

た。このうち、2018 年 1 月から 2023 年 3 月にかけて実施した次世代の協調 ITS の実用化に向け

た技術開発に関する共同研究（以下「路車協調 ITS に関する共同研究」という。）では、路車協調

による自動運転の実現に向けて、高速道路での自動運転にとって特に障害となる箇所（合流部、

分流部、料金所など）を対象とした情報提供の仕組み（システム）について研究開発を行った。 

一方で、本共同研究は、高速道路本線での自動運転の継続のために不可欠となる区画線や道路

前方の情報（工事情報、気象情報など）を主な対象とした研究開発であり、この点で路車協調 ITS

に関する共同研究とは位置付けが異なるものである。 
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2.2.  本共同研究の目的 
本共同研究は、以下の二点の研究を行うことを目的とした。また、本共同研究の共同研究者に

ついては、記者発表を通じて広く公募を行った（図 2-1～図 2-4）。 

 

(1) 自車位置特定補助情報に関する研究 
自動運転車の自車位置（横断方向）の特定を補助する観点から、LKA が作動可能な区画線の剥

離率を把握し、区画線の剥離率に関する要件案を作成する。 

 

(2) 先読み情報に関する研究 
先読み情報を車両に提供することで自動運転の継続を支援する観点から、先読み情報のユース

ケースと自動運転に課題となる事象を整理する。また、先読み情報の現状の情報ソースを把握す

るため、高速道路での気象関連の路側センサと規制の現状を整理する。さらに道路管理者が使用

している車線の名称（以下「車線種別」という。）を整理し、車線別規制情報の表現案を提案する。

また、高速道路本線の交通事故等を対象として、ETC2.0 プローブ情報を用いた事象の検知可能性

を分析する。 
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図 2-1 共同研究公募に関する記者発表資料（1/4） 
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図 2-2 共同研究公募に関する記者資料（2/4） 
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図 2-3 共同研究公募に関する記者発表資料（3/4） 
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図 2-4 共同研究公募に関する記者発表資料（4/4） 
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2.3.  共同研究の内容 
 自車位置特定補助情報 

区画線について、実道での区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況との関係を

分析し、車載カメラが検知可能な区画線の剥離率の目安を把握した。車載カメラによる区画線の

検知は、LKA の作動のベースである。次に上記の剥離率の目安を踏まえて、試験走路に剥離した

区画線を再現し、区画線の剥離率と LKA の作動状況との関係を把握するための実験を実施し、

LKA が 100％作動可能な剥離率の下限値（閾値）を把握した。さらに試験走路での実験結果をも

とに、区画線の剥離率に関する要件案を作成した。 

また、路面表示について、「減速を促す路面表示（導流レーンマークを含む）」を対象として、

道路管理者による設置方法の調査を行った。 

 

 先読み情報 
先読み情報のユースケースについて、本共同研究で対象とするユースケース（3 つ）を選定し

た。その後、各ユースケースについて、自動運転で課題となる具体的な事象（工事規制等）を選

定し、現状の課題と対応の方向性を整理した。また、高速道路での気象関連の路側センサと規制

の現状について、「霧」、「雨」、「横風」等を対象として整理した。さらに道路管理者による工事規

制情報の管理・提供状況を整理し、工事規制に係る車線種別の表現案を提案した。また、「工事規

制情報」と「出口渋滞情報」を対象として、現状の課題と対応の方向性を整理のために先読み情

報提供サービスの要件定義案を取りまとめた。 
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2.4.  共同研究の全体工程 
本共同研究の全体工程は、以下の通りである（表 2-1）。 

まず、全体会合では、2021 年度に共同研究全体の方針を決定した。 

自車位置特定補助情報 WG では、2021 年度に実道での区画線の剥離状況と車載カメラによる

区画線の検知状況との関係を分析した。2022 年度には、試験走路にて区画線の剥離率に関する基

礎実験を実施した。2023 年度には、区画線の剥離率に関する要件案を作成した。 

先読み情報 WG では、2021 年度に先読み情報のユースケースの選定と課題の抽出を行った。

2022 年度には、気象関連の路側センサと規制の現状を整理した。2023 年度には、車線別規制情報

の提供を提案するとともに、ETC2.0 プローブ情報を用いた突発事象の検知可能性を分析した。 

 
表 2-1 共同研究の全体工程 

会議名・研究項目 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

2H 1H 2H 1H 2H 

全体会合 共同研究全体の方

針の決定 

     

自車位置特定

補助情報 WG 

区画線の剥離状況

と車載カメラによ

る区画線の検知状

況との関係分析 

 

 

    

区画線の剥離率に

関する基礎実験の

実施 

     

区画線の剥離率に

関する要件案の作

成 

     

先読み情報 

WG 

先読み情報のユー

スケースの選定と

課題の抽出 

     

気象関連の路側セ

ンサと規制の現状

の整理 

     

車線別規制情報の

提供の提案 

     

ETC2.0 プローブ情

報を用いた突発事

象の検知可能性分

析 
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2.5.  共同研究者一覧 
本共同研究は、国総研が主催し、以下の 27 社（29 団体）の共同研究者の協力を得て実施した。

また、本共同研究の内容に関連する事業者について、全ての共同研究者の承諾を得たうえで、オ

ブザーバーとして会議に参加した。 

 

（共同研究者） 

• トヨタ自動車株式会社、ウーブン・バイ・トヨタ株式会社 

• 本田技研工業株式会社 

• 日産自動車株式会社 

• 首都高速道路株式会社 

• 阪神高速道路株式会社 

• 東日本高速道路株式会社 

• 中日本高速道路株式会社 

• 西日本高速道路株式会社 

• 株式会社高速道路総合技術研究所 

• 沖電気工業株式会社 

• 株式会社日立製作所 

• 東芝インフラシステムズ株式会社 

• 三菱重工機械システム株式会社 

• 三菱電機株式会社 

• オムロンソーシアルソリューションズ株式会社 

• パナソニック コネクト株式会社 現場ソリューションカンパニー 

• 富士通株式会社 

• 名古屋電機工業株式会社 

• 星和電機株式会社 

• JRC モビリティ株式会社 

• フォルシアクラリオン・エレクトロニクス株式会社 

• 株式会社ゼンリン 

• 朝日エティック株式会社 

• 日本ライナー株式会社、積水樹脂株式会社 

• 公益財団法人日本道路交通情報センター 

• 一般財団法人道路交通情報通信システムセンター 

• 一般財団法人日本気象協会   

 

（共同研究者名は 2024 年 3 月現在） 
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2.6.  共同研究の体制 
本共同研究では、「全体会合」、「自車位置特定補助情報 WG」、「先読み情報 WG」の 3 つの会議

を設置した（図 2-5）。全体会議では、共同研究の方向性の決定、共同研究報告書の取り纏めを行

った。また、自車位置特定補助情報 WG 及び先読み情報 WG では、各研究項目について研究を行

い、WG としての報告書を取り纏めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-5 共同研究の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自車位置特定補助情報 WG 

・区画線の剥離状況と車載カメラによる区画

線の検知状況との関係分析 

・区画線の剥離率に関する基礎実験の実施 

・区画線の剥離率に関する要件案の作成 

・路面表示の設置方法の調査 

 

先読み情報 WG 

・先読み情報のユースケースの選定と課題の

抽出 

・気象関連の路側センサと規制の現状の整理 

・車線別規制情報の提供の提案 

・ETC2.0 プローブデータによる突発事象の

検知可能性分析 

全体会合 

・研究の方向性の決定 

・共同研究報告書の取り纏め 
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2.7.  共同研究の活動概要 
全体会合や各 WG の開催日及び議題は、以下のとおりである（表 2-2）。全体会合は計 1 回、自

車位置特定補助情報 WG は計 7 回、先読み情報 WG は計 8 回開催した。 

 
表 2-2 活動概要 

年度 全体会合 自車位置特定補助情報 WG 先読み情報 WG 

2021    

2022    

第 1 回全体会合（11/18,22） 
 共同研究の進め方 
 共同研究者アンケート
（結果報告） 

第 1 回 WG（11/29） 
 主査・副主査の任命 
 WG の進め方 
 区画線の剥離率に関する要件の検

討方法 
 検討対象とする路面表示の候補 

第 2 回 WG（3/10） 
 区画線の剥離状況と車載カメラの

区画線の検知状況との関係分析 

第 3 回 WG（10/4） 
 区画線の剥離率に関する事前調査
結果 

 区画線の剥離率に関する基礎実験
計画 

第 4 回 WG（2/27） 
 区画線の剥離率に関する基礎実験

結果 

第 1 回 WG（11/24） 
 主査・副主査の任命 
 WG の進め方 
 事前アンケート結果（ユースケース） 
 ユースケースの選定の考え方（案） 

第 2 回 WG（4/11) 
 先読み情報のユースケース 

第 3 回 WG（10/13) 
 共同研究で検討する事象及び検討内
容（案） 

 サービスの要件定義の項目 

第 4 回 WG（12/16） 
 机上検討経過報告 
 落下物、事故情報の検討 
 実証実験の応募状況 
 研究のアウトプットの方向性 

第 5 回 WG（3/3） 
 机上検討経過報告 
 実証実験検討経過報告 
 サービスの要件定義案 
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年度 全体会合 自車位置特定補助情報 WG 先読み情報 WG 

2023    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 回 WG（7/11） 
 区画線の剥離率に関する基礎実験

結果（追加分析） 
 今年度の整理項目と最終成果 
 区画線の剥離率に関する要件案

（骨子案） 
 路面表示に関する設置方法の調査
結果 

第 6 回 WG（9/28） 
 LKAの作動の観点からの剥離率の

閾値 
 区画線の剥離率に関する要件案
（素案） 

第 7 回 WG（12/14） 
 区画線の剥離率に関する要件案 
 共同研究報告書案 

第 6 回 WG（11/13） 
 机上検討経過報告 
 実証実験検討経過報告 
 サービスの要件定義案 

第 7 回 WG（12/20） 
 各種検知方法と渋滞末尾検知での課
題 

 先読み情報提供サービスの要件定義
案 

 ETC2.0 プローブ情報を用いた突発事

象の検知可能性分析 
 共同研究報告書 目次案 

第 8 回 WG（1/19） 
 各種検知方法と渋滞末尾検知での課
題 

 先読み情報提供サービスの要件定義
案 

 共同研究報告書案 
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3.  自車位置特定補助情報 
 

3.1.  成果の概要 
 区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況との関係分析 

区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況の関係について、マクロな視点での

整理を実施した。具体的には、実道での車載カメラが区画線を検知できない区間（計 8 箇所）を

含めた区間を対象として、区画線の剥離状況（剥離率）を確認し、双方の関係を分析した。 

その結果、区画線の剥離率が 85%以上の区間が連続して 90m 以上続く場合、車載カメラによ

る区画線の検知率が大きく低下する（約 6 割）ことを確認した。 

 

 区画線の剥離率に関する基礎実験の実施 
試験走路において、剥離した区画線を再現し、32 パターンの実験ケース（剥離率：4 パターン

（60%、70%、80%、90%）、車両の走行方向：2 パターン（昇順方向、降順方向）、時間帯：2 パ

ターン（昼間、夜間）、天候：2 パターン（晴、雨））を設定し、LKA が搭載された車両 4 車種を

使用して、区画線の剥離率と LKA の作動状況との関係を調査した。 

その結果、LKA の作動・非作動の境目となる剥離率は、「昼間・晴」の場合、昇順方向では実

験車両（4 車種）のうち 3 車種で特定可能であり、2 車種では 77%～79%、1 車種では 59%～60%

となった（実験車両は、表 3-8 を参照）。 

 

 区画線の剥離率に関する要件案の作成 
区画線の剥離率の基礎実験結果を踏まえ、実験車両ごとに LKA が 100%作動可能な剥離率の下

限値（閾値）を整理し、区画線の剥離率に関する要件案として取り纏めた。区画線の剥離率に関

する要件案には、「剥離率の閾値」に加えて、「剥離率の区画線の属性指標としての位置付け」、「剥

離率の定義」、「剥離率の計測方法に求められる要件」、「想定する LKA 車両」についても併せて整

理した。 

 

 路面表示の設置方法に関する調査 
路面表示のうち、一定区間連続で設置され、かつ設置数も多い「減速を促す路面表示（導流レ

ーンマークを含む）」を対象に道路管理者による設置方法を確認した。その結果、道路管理者が一

定の幅をもった形で設計要領を定めており、かつ警察との協議を通じて路面表示の最終的な形状・

寸法を決定するため、実道に設置される路面表示の形状・寸法にはばらつきが生ずることが確認

された。 
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3.2.  成果の詳細 
 区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況との関係分析 

区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況の関係について、マクロな視点での

分析を実施した。 

 

 分析の目的 
本共同研究では、LKA が作動可能な区画線の剥離率の閾値に関する知見を得ることを目的と

しているが、LKA の制御アルゴリズムは車種により異なる。 

このため、まずは「区画線の剥離状況」と「LKA の作動条件のベースとなる車載カメラによ

る区画線の検知状況」との関係を分析することで、LKA が作動可能となる区画線の剥離率の閾

値の目安を把握することを目的とした。 

 

 分析データ 
共同研究者が収集した高速道路及び自動車専用道路（約 1,000km）における「区画線の剥離

状況」と「車載カメラによる区画線の検知状況」を比較分析した（図 3-1）。 

 

 
図 3-1 区画線の剥離状況の調査区間と車載カメラが区画線を検知できなかった区間との関係 

出典：車載カメラによる区画線の検知状況の写真部分は、本田技研工業株式会社資料をもとに作成 

 

 区画線の剥離状況の調査 
「剥離率」とは、区画線の設置範囲における剥離部分の面積割合で表される区画線のかすれ

度合いの指標である。本共同研究では、剥離率は既往技術を用いて計測した（図 3-2、表 3-1）。
具体的には、スマートフォンで 30m ごとに撮影した画像を画像判定システムに取り込み、走行

した車線の左右の区画線の位置を検出後、各区画線の剥離率を算出した（剥離率は、撮影した

画像の前方近傍の区画線の長さ 1m の範囲を対象に算出）。 

車載カメラによる区画線の検知状況 区画線の剥離状況 
高速道路全体での区画線の劣化状況を

把握できるよう、以下の区間を含めて調

査を実施（約 1,000km） 

－ 整備後の経過年数が異なる区間 

－ 区画線の施工方法が異なる区間 

－ 交通状況が異なる区間 

全国の主要高速道路（約 7,500km）を

走行し、「区画線が検知できなかった区

間」を抽出（計：118 箇所） 

図 区画線が検知できなかった区間の例 

図 区画線の剥離状況の調査区間の例 
（上：交通量の少ない区間、下：交通量の多い区間） 

東海北陸自動車道 
（美濃 IC⇒美並 IC） 

中国自動車道 
（宝塚 IC 

⇒西宮山口 IC） 

重複する区間 
（8 箇所） 

関越自動車道 
（堀之内 IC 

⇒越後川口 IC） 

東名高速道路 
（綾瀬スマート IC 

⇒横浜町田 IC） 
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図 3-2 剥離率データの取得手順 

 
表 3-1 区画線の剥離状況の例 

剥離率 画像 

58% 

 

80% 

 

出典：写真部分は、本田技研工業株式会社資料をもとに作成 

 

剥離部 

図 撮影に用いるスマートフォン 

区画線エリア判定 

色判定 
白黒二値化 

剥離率判定 

図 判定アルゴリズム（概要） 

図 撮影画像、区画線の検知状況 

図 画像処理による 
剥離率判定イメージ 

図 出力データイメージ（画像毎、区画線左右毎の剥離率） 

図 スマートフォンの設置位置 
（バックミラーの隣） 

１．車載カメラによる区画線の撮影 ２．撮影画像からの剥離率判定 

３．剥離率データの作成 

剥離率[%] = 塗膜が欠損した部分の面積

区画線の全体面積
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 車載カメラによる区画線の検知状況の確認 
全国の主要な高速道路（約 7,500km）のうち、車載カメラで区画線を検知できなかった区間

を抽出した（走行時間は昼間）。表 3-2 は、車載カメラが区画線を検知できなかった区間の例

である。 

 
表 3-2 車載カメラが区画線を検知できなかった区間の例 

No 走行日 緯度 経度 路線名と JCT・IC 名称 区画線の状況 

1 
2021 年 

5 月 29 日 
37.142 138.234 

北陸自動車道下り 

 上越 JCT 近辺 
第二車線 右白線のかすれ 

2 
2021 年 

5 月 29 日 
37.260 138.867 

関越自動車道下り 

 越後川口 SA 近辺 
第一車線 左白線のかすれ 

3 
2021 年 

5 月 30 日 
37.455 138.790 

関越自動車道上り 

 長岡 IC 近辺 
第一車線 左白線のかすれ 

4 
2021 年 

8 月 7 日 
35.023 138.446 

東名高速道路上り 

 清水 IC 近辺 
第二車線 左破線のかすれ 

5 
2021 年 

8 月 6 日 
35.170 137.024 

東名高速道路下り 

 名古屋 IC 近辺 
第一車線 左白線のかすれ 

6 
2021 年 

8 月 6 日 
36.476 139.898 

北関東自動車道上り 

 宇都宮上三川 IC 近辺 
第二車線 右白線のかすれ 

7 
2021 年 

8 月 6 日 
36.440 139.760 

北関東自動車道上り 

 栃木都賀 JCT 近辺 
第二車線 右白線のかすれ 

8 
2021 年 

8 月 7 日 
35.450 139.423 

東名高速道路上り 

 綾瀬スマート IC 近辺 
第三車線 右白線のかすれ 

9 
2021 年 

6 月 1 日 
35.632 139.049 

中央自動車道下り 

 談合坂スマート IC 近辺 
第三車線 左破線のかすれ 

10 
2021 年 

6 月 1 日 
35.818 138.394 

中央自動車道下り 

 長坂 IC 近辺 
第一車線 左白線のかすれ 

11 
2021 年 

10 月 26 日 
36.442 139.776 

北関東自動車道上り 

 栃木都賀 JCT 近辺 
第二車線 右白線のかすれ 

12 
2021 年 

10 月 29 日 
36.219 139.569 

東北自動車道下り 

 館林 IC 近辺 
第二車線 左破線のかすれ 

 
 分析対象区間の選定 
分析対象区間は、「区画線の剥離状況の調査区間」と「車載カメラが区画線を検知できなか

った区間」が重複する箇所（計 8 箇所）とした（表 3-3）。なお、車載カメラが検知可能な区

画線の剥離率の閾値を明確にするため、分析対象区間は、車載カメラが区画線を検知できなか

った区間と当該区間の前後区間（検知できた区間）の双方とした。 
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表 3-3 分析対象区間 
No 道路（方向） 地点 概要（かすれ箇所） 区間長（m） 

1 東北自動車道（上り） 館林 IC 近辺 第 2 車線、右破線 420 

2 東北自動車道（上り） 加須 IC 近辺 第 2 車線、左破線 140 

3 東北自動車道（上り） 羽生 IC 近辺 第 3 車線、右白線 140 

4 中央自動車道（下り） 須玉 IC 近辺 第 1 車線、左白線 90 

5 中央自動車道（下り） 境川 PA 近辺 第 2 車線、左白線 90 

6 保土ヶ谷バイパス（下り） 新桜ケ丘 IC 近辺 第 2 車線、左破線 75 

7 中央自動車道（下り） 境川 PA 近辺 第 1 車線、左白線 120 

8 東北自動車道（上り） 加須 IC 近辺 第 2 車線、左破線 90 

※上記の区間は、分析対象区間のうち、車載カメラが区画線を検知できなかった区間である。 

 
 分析結果 

 分析対象区間における剥離率 
分析対象区間（当該区間の前後区間を含む）について、30m 毎の剥離率の統計値（平均値、

標準偏差）、頻度分布、及び位置図を整理した（表 3-4）。 
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表 3-4 区画線の剥離状況と車載カメラによる区画線の検知状況との関係の例 
（東北自動車道 上り 館林 IC～羽生 IC の場合） 

剥離率 平均値 53.1% 標準偏差 30.0% 

剥離率の 

頻度分布 

 

剥離率と 

位置図等 

 

結果 
・車載カメラが区画線を検知できなかった箇所においては、剥離率が 85%を上

回る区画線が連続している。 

出典：写真部分は、本田技研工業株式会社資料をもとに作成 

 
 区画線の剥離率と車載カメラによる区画線の検知状況との関係分析 

分析対象箇所（計 8 箇所）における「区画線の剥離率」と「車載カメラによる区画線の検知

状況」の関係について、表 3-5 に示す。区画線の剥離率が 85%以上の場合、車載カメラが区

画線を検知できない割合が大きくなっていることが確認された。 

なお、今回の分析対象区間は計 8 箇所にすぎず、サンプル数が十分ではない可能性がある。

特に、車載カメラが区画線を検知できない区間のサンプル数が少ないことに留意する必要が

ある（剥離率 85%以上のサンプル数は 12 件）。 
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表 3-5 区画線の剥離率と車載カメラによる区画線の検知状況の関係（頻度・割合） 

頻度 
（N=307） 

 

割合 
（N=307） 

 
※ 縦軸は、分析対象区間において区画線の剥離率と車載カメラによる区画線の検知状況の両方を有している箇所

のサンプル数（割合）である。 

 

 区画線の剥離率に関する基礎実験の実施 
試験走路に剥離した区画線を再現し、「区画線の剥離率」と「LKA の作動状況」との関係を把

握するための実験を行った。 

 

 実験ケースの作成 
 区画線の目標剥離率に関する実験ケース 

3.2.1 の結果より、区画線の剥離率が 85%以上の場合、車載カメラが区画線を検知できない

割合が大きくなることが明らかになった。このため、LKA の作動・非作動が切り替わる区画線

の剥離率が 85%前後であるとの仮説を設定し、かつ試験走路での剥離率の再現性を考慮して、

区画線の目標剥離率に関する実験ケースとして、「60%」、「70%」、「80%」、「90%」の 4 パター

ンを設定した。 
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 剥離率以外の要因に関する実験ケース 
LKA の作動・非作動に影響を与える車両の走行条件について、「時間帯」、「天候」、「走行方

向」を設定した。 

 

■ 時間帯 
LKA の作動状況は、車載カメラが検知した区画線の情報をもとに行われるため、走行時の

周囲の明るさに影響される。共同研究者からは、LKA の作動状況について夜間での検証の必

要性や夜間における道路照明の影響について指摘があったため、時間帯に関する実験ケース

として、「昼間」と「夜間」の 2 パターンを設定した。 

 

■ 天候 
雨天時には、フロントガラスや車体に付着した雨粒の影響、降雨による路面水膜による視認

性の低下に起因して、車載カメラが区画線を検知しにくくなる可能性がある。共同研究者から

は、雨天時における車載カメラによる区画線の検知について、降雨強度やワイパーの作動が影

響する可能性があるとの指摘があったため、「天候」に関する実験ケースとして、「晴」と「雨」

の 2 パターンを設定した。 

 

■ 走行方向 
試験走路上に 4 パターンの剥離率に相当する評価区間を整備し、南側から剥離率の小さい

順に並べた（60%区間、70%区間、80%区間、90%区間）。共同研究者からは、剥離率の増減傾

向により LKA の作動状況が異なる可能性があるとの指摘があったため、走行方向に関する実

験ケースとして、「昇順方向（剥離率が大きくなる方向）」と「降順方向（剥離率が小さくなる

方向）」の 2 パターンを設定した。 

上記の通り、「区画線の目標剥離率」、「時間帯」、「天候」、「走行方向」を組み合わせ、合計

で 32 パターンの実験ケースを設定した（表 3-6）。 

 
表 3-6 実験ケース 

区画線の目標剥離率 時間帯 天候 走行方向 計 

60% 
 昼間 

 夜間 

 晴 

 雨 

 昇順方向 

 降順方向 
8 パターン 

70% 
 昼間 

 夜間 

 晴 

 雨 

 昇順方向 

 降順方向 
8 パターン 

80% 
 昼間 

 夜間 

 晴 

 雨 

 昇順方向 

 降順方向 
8 パターン 

90% 
 昼間 

 夜間 

 晴 

 雨 

 昇順方向 

 降順方向 
8 パターン 

計 － － － 32 パターン 
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 実験環境の整備、実験準備 
 実験環境 

本実験は、国総研試験走路で実施した。なお、LKA は主として高速道路で使用される機能で

あるため、都市間高速道路の道路環境も参考に示す（表 3-7）。本実験は、試験走路の既存の環

境で実施したため、区画線の長さ・間隔は都市間高速道路と異なるものの、自動車メーカへの

ヒアリングを通じて LKA の作動に大きな影響はないことを確認した。また、舗装については、

試験走路の既存の舗装（改質密粒度アスファルト）としたため、雨天時に路面に水膜ができや

すく、都市間高速道路に比べて LKA が作動しにくくなる可能性がある。 

 
表 3-7 国総研試験走路と都市間高速道路の環境 

項目 国総研試験走路 
都市間高速道路 

（NEXCO 管理路線） 

舗装 改質密粒度アスファルト 高機能アスファルト（隙間あり） 

雨天（強雨時）の影響 水膜発生あり 水膜発生しにくい 

区画線の長さ・間隔 長さ：6m、間隔：9m 長さ：8m、間隔：12m 

白線の施工方法 溶融式 溶融式 

白線の素材 塗料及びガラスビーズ 塗料及びガラスビーズ 

 

 剥離した区画線の再現 
実験時の区画線の素材を都市間高速道路と共通させるため、実験区間に既設されていた区

画線を全て剥離後、ガラスビーズ入りの塗料を用い溶融式の施工方法で区画線を新設した。そ

の後、既往工法を用いて同一剥離率の区間（長さ 150m）を施工し（図 3-3）、既往技術を用い

て剥離率を計測した。 

 

  
図 3-3 剥離した区画線の再現（左:施工の様子、右:剥離した区画線） 

 

 区画線の設置レイアウト 
試験走路において 4 つの目標剥離率の区間を 150m 毎に、剥離率の小さい方から順に並べ、

合計 600m の評価区間を設定した（図 3-4、図 3-5）。10%刻みで設定する同一剥離率区間内に

ある区画線（東西計 20 本）の剥離率は、20 本の区画線の平均値が目標剥離率（60%、70%、

80%、90%）に近く、かつ個々の区画線のばらつきも極力小さくなるように整備した。 
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図 3-4 区画線の設置レイアウト 

 

 
図 3-5 施工位置に関する現地写真 

 

 実験車両 
実験車両は、共同研究者が選定した LKA 搭載車両（4 台）とした（表 3-8）。なお、以降は

実験車両を車両 A、車両 B、車両 C、車両 D と表現するが、各車両の順番は以下の表の順番と

は異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 800m 

アスファルト舗装 

橋梁① 橋梁③ 橋梁② 

剥離率 
100% 

150m 

約 70m 

橋梁① 

150m150m 150m 150m 150m 
剥離率 
90% 

剥離率 
80% 

剥離率 
70% 

剥離率 
60% 

剥離率 
0% 

評価区間 

走行車線 

約 70m 

橋梁② 

6m 9m 

Ⓒ 2023 Google 

走行車線 
（第 2 車線） 

施工実施した 
区画線 
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表 3-8 実験車両 
車両の外観 LKA 表示部 

  

  

  

  
 

 剥離率の再現結果 
試験走路に再現した区画線の実測剥離率ついて、図 3-10 及び図 3-11 に示す。昇順方向（北

向き）では、目標剥離率が 80%区間では区間平均剥離率と目標剥離率が連続して 10%以上の乖

離が発生した箇所が発生したものの、概ね両者の乖離を 3%程度に収めることができた。一方

で、降順方向（南向き）では、目標剥離率が 60%区間及び 70%区間では、区間平均剥離率と目

標剥離率との間に 15%程度の乖離が発生した。これは、南向きへの走行となる降順方向では施

工に起因する路面の凹凸の傾斜のため、路面に影ができやすかったことが推察される。 
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図 3-6 昇順方向（北向き）の実測剥離率 

 

 
図 3-7 降順方向（南向き）の実測剥離率 

 

 実験の実施 
 実験日数、走行回数 

実験日数は、「天候（晴・雨）」、「時間帯（昼間・夜間）」を調査するため、延べ 4 日間とし

た（表 3-9）。また、走行回数は、統計的に十分なサンプル数であり、かつ 1 日の実験時間内

で取得可能な 25 走行とした。 

 
表 3-9 実験日数、走行回数 

実験日数 4 日（晴天・昼間：1 日、晴天・夜間：1 日、雨天・昼間：1 日、雨天・夜間：1 日） 

走行回数 25 走行（昇順方向：25 走行、降順方向：25 走行） 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 10 20 30 40

剥
離

率

60%区間南端からの区画線本数

区間平均

1本毎の剥離率（西側）

1本毎の剥離率（東側）

58.8%
66.7%

77.3%

87.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 10 20 30 40

剥
離
率

60%区間南端からの区画線本数

区間平均

1本毎の剥離率（西側）

1本毎の剥離率（東側）

75.0% 
85.2% 

89.6% 

96.8% 
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 LKA 作動状況の記録 
LKA の作動状況が表示されるインストルメントパネルの表示画面を撮影するカメラを車内

に設置し、車線表示（点灯・消灯）が切り替わる地点（位置）を記録し、剥離率ごとに LKA の

作動状況を確認した（図 3-8）。なお、LKA の作動状況が切り替わる地点（位置）は、車内カメ

ラの時刻と車両に搭載する RTK-GNSS 受信機の時刻差を予め把握し、LKA 表示部の車線表示

が切り替わった時刻の地点（位置）より把握した。 

 

 
図 3-8 LKA 作動状況のデータ記録方法 

 

 実施日時 
実験の実施日時は、表 3-10 の通りである。また、実験実施時の試験走路の状況は、表 3-11

及び表 3-12 の通りである。 
表 3-10 実験日時 

日付 作業時間 実験内容 
2022 年 11 月 7 日（月） 18:00～23:00  晴天・夜間の実験 
2022 年 11 月 8 日（火） 11:00～16:00  晴天・昼間の実験 
2022 年 11 月 23 日（水） 11:00～21:00  雨天の実験（雨天・昼間、雨天・夜間） 

 
表 3-11 実験実施時の状況（試験走路上から見た状況） 

昼間（午前）11 時頃 昼間（夕方）15 時頃 夜間 19 時頃 

 

 

 

 

 

 

 

  

LKA 表示部 

カメラ 

RTK-GNSS 受信機 

アンテナ 

LKA 表示部の映像、
GNSS 位置、時刻を

統合して記録 
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表 3-12 実験実施時の状況（車両から見た状況） 
天候 昼間（正午前後） 昼間（夕方） 夜間 

晴 11:30 撮影 

 

15:30 撮影 

 

19:00 撮影 

 

雨 13:30 撮影 

 

15:30 撮影 

 

19:00 撮影 

 

 

 実験結果 
 区間単位での LKA の作動状況 

同一剥離率区間単位での LKA の作動状況について、車種別・天候別・時間別に整理した結

果を表 3-13 に示す。昇順方向では、車両 D を除いて LKA 作動率が晴と比較し雨の環境下に

おいて、全区間で同程度もしくは小さいという結果であった。また、「晴、夜」の走行では、

「晴、昼」の走行と比較し、全体的に作動率が低い結果であった。一方で、降順走行では、LKA

作動率に明確な傾向が見られなかった。 
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表 3-13 区間単位での LKA 作動状況 
車両名 昇順方向 降順方向 

車両 A 

  

車両 B 

  

車両 C 

  

車両 D 

  

  

35%

4%

22%
12%

68%

24%
13%

64%

8%
26%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昼
(N=25)

夜
(N=25)

昼
(N=23)

夜
(N=25)

LK
A作

動
率
（

%
）

平均58.8%区間 平均66.7%区間 平均77.3%区間 平均87.8%区間

晴 雨

88%

29%
20%

96%
68%

25%
8%

40%

4% 4%4%

24%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昼
(N=25)

夜
(N=25)

昼
(N=25)

夜
(N=24)

LK
A作

動
率
（

%
）

平均75.0%区間 平均85.2%区間 平均89.6%区間 平均96.8%区間

晴 雨

10% 5%

60%

4%

64%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昼
(N=25)

夜
(N=25)

昼
(N=10)

夜
(N=22)

LK
A作

動
率
（

%
）

平均58.8%区間 平均66.7%区間 平均77.3%区間 平均87.8%区間

晴 雨

24%

53%

12%
4%
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昼
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（

%
）

平均75.0%区間 平均85.2%区間 平均89.6%区間 平均96.8%区間

晴 雨

94%

24%

81%
94%
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晴 雨
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率
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）
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 評価区間単位での LKA の作動・非作動の切り替わり状況 
評価区間単位（600m）での LKA の作動・非作動の切り替わり状況を整理する。本実験では、

評価区間において LKA の作動・非作動が一度でも切り替わった場合、「切り替わり有」と定義

し（図 3-9）、全区間で作動していた場合を「全区間作動」、全区間で非作動であった場合を「全

区間非作動」とした。なお、車内カメラで LKA 表示部が判読できなかった走行、RTK-GNSS 受

信機で LKA の作動・非作動の位置（緯度経度）が取得できなかった走行は「対象外」として集

計を行った。 

評価区間単位（600m）での LKA の作動・非作動の切り替わり状況を整理した結果を表 3-14
に示す。雨・夜以外では、LKA の作動・非作動の切り替わりが発生している走行が多いことが

分かった。特に昇順方向の晴・昼では、車両 D を除いて、全区間で LKA が作動した走行も確

認された。 

 
図 3-9 LKA の作動・非作動の切り替わりの定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0

3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 0

4 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0

10 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0

11 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0

12 0 0 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0

13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0

14 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0

15 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 1 0

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0

19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 1 0

21
22 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0

23 1 1 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

24 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 1 0

25 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0

区間番号

走
行
回

区間 60%区間 70%区間 80%区間 90%区間

平均
剥離率

58.8% 66.7% 77.3% 87.8%

走行方向 

16 回目走行 切り替わり：無

切り替わり 

4 回目走行 
切り替わり：有 

切り替わり 

【凡例】 ：LKA 作動 ：LKA 非作動 
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表 3-14 評価区間単位での LKA の作動・非作動の切り替わり状況 
車両名 昇順方向 降順方向 
車両 A 
(N=25) 

車両 B 
(N=25) 

車両 C 
(N=25) 

車両 D 
(N=25) 
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4%
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 LKA の作動・非作動の境目となる剥離率 
LKA の作動・非作動の境目となる剥離率を整理する。一般的に LKA 搭載車両は、自車位置

から前方にある区画線を検知し、LKA の作動・非作動を判断していると想定される。そのため、

LKA の作動・非作動の最初の切り替わり地点の前方にある個々の区画線の剥離率をもとに、

LKA の作動・非作動の閾値となる剥離率を整理した。ここでは、LKA の作動・非作動の最初の

切り替わり地点から 30m 前方を起点に前方の長さを 100m に設定し（図 3-10）、当該区間内に

ある区画線の剥離率の平均値を算出し、25 走行分の剥離率の平均値を累積分布で集計した（表 
3-15）。 

 

図 3-10 剥離率（平均値）の算出対象となる区画線の範囲 
 

その結果、昇順方向では、LKA の作動・非作動の境目となる剥離率が 60～80%程度となるこ

とが明らかとなった。また、雨天では、累積分布が 100%に達しないケースが多くあった。これ

は、全区間で LKA の作動・非作動の切り替わりが無かったことを意味しており、特に降順方向

の場合には 100%に達しない傾向が顕著となっている。 

 

 

 

 

  

進行方向 

30m 前方 100m（区画線 14 本）の平均値を算出 

LKA の作動・非作動の 
最初の切り替わり地点 
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表 3-15 LKA の作動・非作動の境目となる剥離率 
車両名 昇順方向 降順方向 
車両 A 

晴・昼：76～77%、晴・夜：78～79% 晴・昼：62～63%、晴・夜：84～85% 
車両 B 

晴・昼：76～77%、晴・夜：76～77% 晴・昼：無、晴・夜：68～69% 
車両 C 

晴・昼：無、晴・夜：76～77% 晴・昼：85～86%、晴・夜：74～75% 
車両 D 

晴・昼：59～60%、晴・夜：76～77% 晴・昼：無、晴・夜：無 

※ グラフ下の数値は、LKA の作動・非作動の境目となる剥離率である。 
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また、LKA の作動・非作動の境目となる剥離率を整理した結果は、表 3-16 の通りである。 

昇順方向の場合、LKA の作動・非作動の境目となる剥離率は、「晴・昼」では 76～77%とな

る車種が多く、「晴・夜」では全車種で 76～79%となった。また、降順方向の場合、LKA の作

動・非作動の境目となる剥離率は、一部を除いて特定できなかった。 

 
表 3-16 LKA の作動・非作動の境目となる剥離率 

剥離率 
 

走行方向・車種 
晴・昼 晴・夜 雨・昼 雨・夜 

昇順方向 

車両 A 76～77% 78～79% － － 

車両 B 76～77% 76～77% － － 

車両 C ◎ 76～77% 74～75% × 

車両 D 59～60% 76～77% － － 

降順方向 

車両 A 62～63% 84～85% 73～74% － 

車両 B － 68～69% － － 

車両 C 85～86% 74～75% － × 

車両 D － － × × 

 

◎：LKA が全走行・全区間で作動したケース 

×：LKA が全走行・全区間で作動しなかったケース 

－：LKA が一部の走行において全区間で作動または非作動が含まれ数値算出ができなかったケース 

 

 区画線の剥離率に関する要件案の作成 
 要件案の目次構成 
「区画線の剥離率に関する要件案（以下「要件案」という。）」の目次構成は、以下の通りで

ある。当該要件案には、「剥離率の閾値」に加えて、「剥離率の区画線の属性指標としての位置

付け」、「剥離率の定義」、「剥離率の計測方法に求められる要件」、「想定する LKA 車両」につ

いても併せて整理している。 

 

 

 

 

 

 

 

凡例： ：60%未満、 ：60～69%、 ：70～79%、 ：80～89%、 ：90%以上 
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区画線の剥離率に関する要件案  目次構成 

 

第 1 章 背景と目的 

1.1. 研究の背景  

1.2. 研究の目的  

第 2 章 区画線の属性指標と剥離率の位置付け 

第 3 章 剥離率の定義 

第 4 章 剥離率の計測方法に求められる要件 

第 5 章 想定する LKA 搭載車両 

第 6 章 剥離率と LKA の作動との関係 

6.1. 車両の走行条件の整理 

6.2. 剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件 

6.3. 剥離率の閾値 

6.4. 車両の走行条件が剥離率の閾値に与える影響 

第 7 章 今後の課題 

 

 

本報告書では、要件案の第 3 章及び第 6 章の内容を抜粋して掲載することとし、要件案（全

体版）は、巻末資料として掲載する。 

 

 要件案の内容 
 剥離率の定義 

区画線の剥離率について、「摩耗、剥離、劣化等により区画線の塗膜が欠損した部分の全体に

占める割合（面積比）」と定義した（表 3-17）。つまり、剥離率は剥離部分の面積と全体面積の

比率を評価する指標であり、個々の区画線の中での剥離の発生位置や形状（ランダムに剥離、

区画線の内側が剥離、外周部分が剥離等）は評価の対象外とする。この理由は、定義された剥

離率は、現行の剥離率の計測方法（要素技術）で数値化可能な指標であることを重視したため

である。 

なお、定義する剥離率は理論上の定義であり、実測剥離率とは必ずしも一致しない可能性も

あることには留意が必要である。また、剥離率を計測するには、区画線が敷設されていた範囲

を正確に特定できることが前提となる。 
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表 3-17 区画線の剥離率のイメージ 
区画線 剥離率のイメージ 

区画線 A 

 

区画線 B 

 

区画線 C 

 
※ 白色部分は剥離していない部分、黒色部分は剥離している部分である。 

※ 区画線 A～区画線 C は黒色部分が全体面積半分であるため、剥離率は 50%である。 

 

また、剥離率を上記のように定義した場合、同じ剥離率でも LKA の作動状況が異なる可能性

が指摘されている。例えば、区画線の外周（輪郭）部分が剥離していない区画線（表 3-17 の

区画線 B）では、外周（輪郭）部分が剥離している区画線（表 3-17 の区画線 C）と比べて LKA

が相対的に作動しやすいことが経験上把握されている。このため、剥離率と LKA の作動状況

との関係を正確に把握するという観点では、将来的には剥離率を剥離の発生位置や形状を含め

た形で定義することが望ましく、この点については塗膜の欠損した部分の位置や形状が簡便に

数値化可能な要素技術が確立された際の検討事項とする。 

 

 剥離率と LKA の作動との関係 
A) 剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件 

LKA が非作動となる状態が出現する剥離率（以下「LKA 作動率が 100%となる剥離率※」と

いう。）は、車両の走行条件（時間帯、天候）によって変化する。これは、LKA 搭載車両の車

載カメラによる検知が、時間帯や天候によって影響を受けるためである。このため、剥離率の

閾値を作成する場合、車両の走行条件を事前に特定する必要がある。 

そこで、本要件案においては、剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件を「基本条件」

と定義した。 

 
※ LKA 作動率が 100%となる剥離率とは、昇順方向の場合は「LKA が非作動となる状態が出現する剥離率」、

降順方向の場合は「LKA が全作動となる剥離率」である。 
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■ 基本条件の定義 
LKA 作動率が 100%となる剥離率は、車両の走行条件が安定している場合（例：夜間、晴天）

には大きくなるが、車両の走行条件が安定しない場合（例：夜間、雨天）には小さくなると考

えられる（図 3-11）。LKA が作動することを前提とした場合（LKA 作動率が 100%を前提とし

た場合）、車両の走行条件を広くすればするほど、LKA 作動率が 100%となる剥離率は低下する

ことになる。 

このため基本条件については、「剥離率の水準（剥離率をどこまで低い水準とするか）」と「車

両の走行条件（車両の走行条件をどこまで広くするか、以下「走行条件」という）の双方を考

慮して定める必要がある。 

 

 
図 3-11 車両の走行条件と LKA 作動率が 100%となる剥離率の関係（イメージ） 

 

■ 基本条件の設定の方針 
基本条件の設定の方針を以下のように設定した。 

・ 車種別に特定する。 

LKA の制御方法が車種ごとに異なるため、LKA 作動率が 100%となる剥離率は、走行条件

が同じ場合でも車種によって異なることが想定される。このため、基本条件は車種別に特定

する。 

・ LKA 作動率が 100%となる剥離率のうち、当該剥離率が最小となる走行条件をベースとし

て特定する。 

LKA の確実な作動の観点から、基本条件については、剥離率が最小となる車両の走行条件

を起点に特定する。 

・ 昇順方向で走行した実測値をもとに特定する。 

LKA が作動から非作動となる事象は、走行の安全性の観点から回避すべき事象であるため、

基本条件は昇順方向で走行した実測値をもとに特定する。 

・ 評価区間の起点での LKA の作動状況が同じ実測値をもとに特定する。 

基本条件の根拠となる実測値の属性を統一するため、評価区間の起点での LKA の作動状
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況が同じ実績値をもとに特定する。具体的には、昇順方向での走行では評価区間起点で LKA

が作動となった実測値、降順方向での走行では評価区間起点では LKA が非作動となった実

測値である。 

 

■ 基本条件の特定結果 
LKA 作動率が 100%となる剥離率について、車両の走行条件別に示す（表 3-18）。仮に基本

条件を LKA 作動率が 100%となる剥離率が最も小さくなる走行条件とする場合、車両 A は「昼・

晴」、車両 B は「昼・晴及び夜・晴」、車両 C は「昼・雨」、車両 D は「昼・晴」が基本条件と

特定される。 

 
表 3-18 車両の走行条件と LKA 作動率が 100%となる剥離率 

車両名 車両の走行条件（LKA 作動率が 100%となる剥離率） 

車両 A 
昼・晴 

（77%） 

夜・晴 

（79%） 

昼・雨 

（－） 

夜・雨 

（－） 

車両 B 
昼・晴 

（77%） 

夜・晴 

（77%） 

昼・雨 

（－） 

夜・雨 

（－） 

車両 C 
昼・晴 

（◎） 

夜・晴 

（77%） 

昼・雨 

（75%） 

夜・雨 

（×） 

車両 D 
昼・晴 

（60%） 

夜・晴 

（77%） 

昼・雨 

（－） 

夜・雨 

（－） 

※ 赤下線は、LKA 作動率が 100%となる剥離率が最小となる走行条件（＝基本条件のベース）である。 

※ 括弧内は LKA 作動率が 100%となる剥離率であり、LKA の作動・非作動の切り替わりが発生した地点から

前方区間（自車位置から 30～130m）にある区画線の剥離率の平均値（小数点以下は切り下げ）である。 

※ 「◎」は、LKA が全走行・全区間で作動したことを示しており、LKA が非作動となる状態が出現しなかっ

たため、LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

※ 「×」は、LKA が全走行・全区間で非作動であったことを示しており、LKA が作動となる状態が出現しな

かったため、 LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

※ 「－」は、無効サンプル（剥離率が段階的に高くなる評価区間に進入した際、通常と異なる非作動状態で

あった走行）が含まれているため、 LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

 

なお、LKA が全走行・全区間で作動した車種・車両の走行条件（表 3-18 の◎）は、LKA が

非作動となる状態が出現しなかったため、LKA 作動率が 100％となる剥離率が特定できず、基

本条件には該当しないものの、剥離率が 100%に近い状態でも LKA が作動している。 

 

B) 剥離率の閾値 

特定した基本条件に対して、剥離率の閾値を整理した（表 3-19）。なお、剥離率の閾値につ

いては、LKA の性能に依存する。このため、将来的な車両技術の革新により LKA の性能が向

上した場合、剥離率の閾値については更新が必要となる。 
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表 3-19 剥離率の閾値 

車両 
基本条件 

剥離率の閾値 
昼・晴 夜・晴 昼・雨 夜・雨 

車両 A 〇    77% 

車両 B 〇 〇   77% 

車両 C   〇  75% 

車両 D 〇    60% 

 

 路面表示の設置方法に関する調査 
 背景と目的 
法定外の路面表示には、同一の設置目的の路面表示であっても、設置箇所によって形状や寸

法に微妙な差異が存在する。この場合、ドライバー（人間）であれば問題なく同一の路面表示

と認識できるが、自動運転車（車載センサ）では同一の路面表示と認識できない。このため、

路面表示の設置方法の実態を把握する調査を実施した。 

調査対象とする路面表示は、共同研究者との議論を踏まえ、一定区間連続して設置され、か

つ設置数も多い「減速を促す路面表示（導流レーンマークを含む）」とした。 

 

 調査結果 
 警察による設置指針（法定外表示等の設置指針） 

警察庁は、一定の法定外表示について設置様式等の統一を図り、適正な交通管理に資するた

め、法定外表示等の設置指針を通達している（図 3-12）。 

 
図 3-12 法定外表示等の設置指針について（警察庁通達）の抜粋 
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 道路管理者による設計要領 

道路管理者（高速道路会社）は、道路表示に関する設計要領を作成している。当該設計要領 

において、「導流標示」として示されており、導流標示の寸法は一定の幅を持たせた形で規 

定している（図 3-13）。 

 

 
図 3-13 路面表示に関する道路管理者の設計要領 

出典：「設計要領 第五集 交通管理施設【道路標示および区画線編】（令和 3 年 7 月）」（東日本高速道路株式会社、

中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社）をもとに作成 

 

 路面表示の運用実態 
高速道路会社が路面表示を現場に設置する場合、設計要領に基づき設計し、警察との協議に

より最終的な形状・寸法を決定している。結果的として、設置要領とは異なる形状・寸法とな

る場合も発生する。 

 

＜道路管理者（高速道路会社）へのヒアリング結果＞ 

• 設計要領自体が一定の幅を持って規定されており、現地に設置する際には警察との協議を

実施する。協議の結果、減速を促す路面表示とするため設計要領に規定された導流標示の

形状・寸法とは異なることもある。 

• 設計要領で規定されている内容に基づき、現地で警察との協議を踏まえて、導流標示の形

状・寸法を決定する。 

• 警察庁通達の様式 6 に相当するタイプが多いが、様式 5 のタイプも存在する。このため、

導流標示について設計要領を標準としつつ、更なる安全対策を警察と協議のうえ現地施工

する。 

• 交通安全対策として、ドライバーにより注意喚起を促す際には、導流標示とカラー舗装を

合わせて施工する場合もある（例：草津 JCT C ランプ（様式 5＋様式 6＋カラー舗装））。 

ｌ1 ｌ2

ｗ
1

ｗ
2

W1=0.15～0.20
W2=0.15～0.45

ｌ1=1.0～3.0
ｌ1：ｌ2= 1：1～2：3

（1）様式1（線による場合）

α

ｗ
1

W1=0.15～0.20
W2=0.30～0.45

W3=1.0～1.50
α = 30°,45°または90°

（2）様式2（縞模様による場合）

2-7 導流標示（チャンネリゼーション）

車両の通行路を明確に示して車両を誘導する必要のあるところには導流標示を設置するものとする。
色彩は白色で様式、寸法は次の通りとする。

導流標示は、車両の通行路を示して車両を誘導し、あるいは車両がみだりに車線を変更することを抑制して、交通の安全と
円滑をはかるために設けるものであって標示の種類に応じて、それぞれ次の意味をもつ。

（1）線による場合
道路を通行する車両に対して分流、合流または右左折等の場合、標示に沿って走行することを示す。

（2）縞模様による場合
道路を通行する車両に対し、標示によって示された島状の部分をまたいだり横切ったりして走行してはならないことを示す。
導流標示の設置に当たっては、後で述べる矢印の標示を併せて設置するとより効果的である。

なお、一般道路の場合、道路形態が一様でなく、複雑、雑多なので設置に当たっては、それぞれの道路形態や交通状況に
応じて、最適のものを設計するように心がける必要がある。
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4.  先読み情報 
4.1.  成果の概要 

 先読み情報のユースケースの選定と課題の整理 
先読み情報のユースケースについて、共同研究者からの研究ニーズ、検知及び情報生成に関す

る技術的検討の必要性を踏まえ、以下の通り選定した。 

 

ユースケース①：自動運転に支障が生じかねない前方の事象に関する情報 

ユースケース②：前方の通行に支障となる事象に関する情報 

（車線種別など、詳細な内容の付帯が可能な場合） 

ユースケース③：前方の通行に支障となる事象に関する情報 

（車線種別など、詳細な内容の付帯が難しい場合） 

 

ユースケース①は「気象情報」、ユースケース②は「工事規制情報」、「出口渋滞情報」、ユース

ケース③は「渋滞末尾情報」、「逆走車情報」、「落下物、事故情報」を具体的な事象を選定し、現

状の課題と対応の方向性を整理した。また、「工事規制情報」と「出口渋滞情報」を対象として、

先読み情報提供サービスの要件定義案を取りまとめた。 

 

 気象関連の路側センサと規制の現状の整理 
先読み情報（気象情報）の検討の基礎資料とするため、高速道路での気象関連の路側センサと

規制の現状について、「霧」、「雨」、「横風」等を対象として整理した。例えば、霧の発生状況は、

道路管理者や警察の巡回車による現地確認及び視程計による観測により確認されている。例えば、

中日本高速道路株式会社の場合は、霧による速度規制時に視程計が活用された箇所は 24％であり、

巡回による確認が中心であった（対象期間は 2021 年 11 月～2022 年 11 月）。また、通行規制基準

は、事務所毎に視程による基準を定め、交通管理者（警察）と速度規制・通行止めの協議を実施

していることが分かった。 

 

 車線別規制情報の提供の提案 
高速道路での車線別規制情報を提供するため、主要な道路管理者の車線種別を整理し、車線別

規制情報の表現案を提案した。具体的には、車線種別の表現案として、総車線数と車線位置（左

から数えた車線数）で表現した。 

 

 ETC2.0 プローブ情報を用いた突発事象の検知可能性分析 
「交通事故」、「路側渋滞（出口渋滞）」、「落下物」、「故障車」など、高速道路本線の車線閉塞の

要因となりうる事象（以下「突発事象」という。）を対象として、ETC2.0 プローブ情報を用いた

事象の検知可能性を分析した。これらの事象は、高速道路での走行を阻害し、後続車の減速の要

因となる。そこで、事象発生の有無別に車両の走行速度を比較した。その結果、「交通事故」、「出

口渋滞」などの後続車への影響の大きい事象は比較的検知しやすい一方で、「落下物」、「故障車」

などの後続車への影響が限定的な事象は、検知に限界があることを確認した。 
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4.2.  成果の詳細 
 先読み情報のユースケースの選定と課題の整理 

 ユースケースの選定 
先読み情報のユースケースは、以下の 3 つの観点を重視して選定した（表 4-1）。 

・ 研究開発としてのオリジナリティを有すること 

・ 共同研究期間内に効果検証が可能であること 

（検証手法は実証実験を重視するが、他手法（シミュレーション等）でも可） 

・ 共同研究者からのニーズが確認できること 

また、各ユースケースについて、自動運転にとって課題となる事象を選定した（表 4-1）。 

 
表 4-1 本共同研究で対象としたユースケースと事象 

ユースケース 事象 選定理由 

ユースケース① 

自動運転に支障が生じかねない前方の

事象に関する情報 

気象情報 ・ 共同研究者から検討ニ

ーズが認められたため 

・ 検知及び情報生成に関

する技術的検討と検証

が必要であるため 
ユースケース② 

前方の通行に支障となる事象に関する

情報（車線種別など、詳細な内容の付

帯が可能な場合） 

工事等による規制情報

（工事規制情報） 

出口渋滞情報 

ユースケース③ 

前方の通行に支障となる事象に関する

情報（車線種別など、詳細な内容の付

帯が難しい場合） 

渋滞末尾情報 

逆走車情報 

落下物情報、故障車情報 

 

 ユースケースに関する課題の整理と本共同研究での取組 
 ユースケース① 気象情報 

・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース① 気象情報」について、現状の課題と対応の方向性を整理した（表 4-2、
図 4-1）。 

表 4-2 現状の課題と対応の方向性（気象情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 現状の ITS スポットから情報提供するフォ

ーマットでは、規制時の付帯情報として「原

因＝霧」といった事象有無は提供可能である

が、事象のレベル分け等は表現できない。ま

た、規制が生じていない時の気象は提供でき

ない。 

気象情報について、路側セン

サと規制の現状を整理する。 

課題② フォーマットにレベル等を追加するに際

し、どのような情報であれば判断に資するか

が不明である。 

今後の課題とする。 
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図 4-1 気象情報に関する現状の課題（霧の場合） 

 

・ 本共同研究での取組 
気象関係の路側センサと規制の現状について、整理した（4.2.2 を参照）。なお、現状の気象

計測データの活用可能性が不明であったため（例：視程計の設置箇所が限定されている、気象

データの計測値の変動が大きい）、以後の検討については今後の課題として整理した。 

 

 ユースケース② 工事等による規制情報（工事規制情報） 
・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース② 工事等による規制情報（工事規制情報）」について、現状の課題と対応

の方向性を整理した（表 4-3、図 4-2）。 

 

表 4-3 現状の課題と対応の方向性（工事規制情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 現状の ITS スポットから情報提供

するフォーマットでは、車線種別は都

市間高速道路の一部車線のみ表現可

能で、車線種別を拡張する必要があ

る。 

「先読み情報提供サービス（路上障

害情報） 路車間通信［ITS スポット］

フォーマット（案）の実験用 ID（ID=30）」

について、車線種別を拡張する。 

課題② 工事による車線規制の状況をタイ

ムリーに把握し、車両に情報提供する

に至っていない。 

工事規制の開始位置、終了位置、区間

をタイムリーに把握できる方法を検討

する（例：IoT 機器（位置情報送信機能

付きパイロンなど）の導入）。 

課題③ 規制先端の矢印板等に衝突する事

例がある。 

今後の課題とする。 

 

 
図 4-2 工事規制情報に関する現状の課題 

(霧) 

視程計など 

課題①：現状の伝達情報は「キリ注意」のみ具
体的な霧の濃さが不明 課題②：判断に資する表現方法 

1500m 先

規制区間が変化 

規制予告看板 

課題①：対象車線の表現ができない
（一部区間） 

課題②：規制開始・終了や規制区間
をタイムリーに把握できない 

課題③：矢印板等に衝突
する 
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・ 本共同研究での取組 
先読み情報（工事規制情報）については、自動運転トラックの実証実験で情報提供のニーズ

があり、かつシステム構築等の具体化の可能性がある。また、都市間高速道路では、既存シス

テムで情報提供されている路線があり、そのような路線では車線種別を含む工事規制情報の

提供は情報内容の改訂で対応可能である。 

このため、工事規制に係る車線種別の表現案を整理し、先読み情報提供サービスの要件定義

案（工事規制情報）を作成した。 

 
 ユースケース② 出口渋滞情報 

・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース② 出口渋滞情報」について、現状の課題と対応の方向性を整理した（表 

4-4、図 4-3）。 

 

表 4-4 現状の課題と対応の方向性（出口渋滞情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 出口渋滞が、路肩や一部の車線に延

びている状態を検知できない。 

ETC2.0 プローブ情報を用いた出口渋

滞の検知可能性を分析する。 

課題② 現状の ITS スポットから情報提供

するフォーマットでは、路肩の渋滞情

報を提供できない。また、一部車線の

みが渋滞している状態を表現できな

い（路線としての提供）。 

先読み情報提供サービス（IC 出口等

での渋滞情報） 路車間通信［ITS スポ

ット］フォーマット（案）の実験用 ID

（ID=28）を適用する。 

 

 
図 4-3 出口渋滞情報に関する現状の課題 

 

上記の課題のため、流出しようとする自動運転車は分岐部まで走行した後、出口から続く車

列により流出路に進入できず、本線上で停止する可能性がある。また、本線を走行する自動運

転車が、路肩渋滞末尾の車両を障害物と検知する可能性がある。 

 

・ 本共同研究での取組 
先読み情報（出口渋滞情報）については、自動運転トラックの実証実験で情報提供のニーズ

があり、かつシステム構築等の具体化の可能性がある。このため、ETC2.0 プローブ情報を用

課題①：路肩や一部の車線に延びている状態を検知できない 

課題②：路肩渋滞や一部車線のみの渋滞を表現できない 
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いた出口渋滞の検知可能性を分析するとともに、先読み情報提供サービスの要件定義案（出口

渋滞情報）を作成した。 

 

 ユースケース③ 渋滞末尾情報 
・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース③ 渋滞末尾情報」について、現状の課題と対応の方向性を整理した（表 

4-5、図 4-4）。 

 

表 4-5 現状の課題と対応の方向性（渋滞末尾情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 渋滞末尾について、高精度にリアル

タイムで検知できない。 

既往研究のレビューを実施する。 

課題② 現行の ITS スポットから情報提供

するフォーマットでは、渋滞開始位置

と距離を提供可能である（フォーマッ

ト上は、渋滞末尾の位置を提供可能）。

一方で、渋滞末尾の位置を高精度にリ

アルタイムで把握できていないため、

情報提供のためのフォーマットが十

分に活用されていない。 

今後の課題とする。 

 

 
図 4-4 滞末尾情報に関する現状の課題 

 

・ 本共同研究での取組 
現状の渋滞末尾情報の活用可能性が不明であったため（例：渋滞末尾が移動すること、情報

の生成から提供まで時間を要すること）、以後の検討については今後の課題と整理した。 

 

 ユースケース③ 逆走車情報 
・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース③ 逆走車情報」について、現状の課題と対応の方向性を整理した（表 4-6、

図 4-5）。 

 

トラカン 
渋滞末尾 

課題①：現状はトラカン設置位置でしか渋滞を検知できないため、
渋滞末尾を高精度にリアルタイムで検知できていない 

課題②：情報提供フォーマットが十分に活用されていない 
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表 4-6 現状の課題と対応の方向性（逆走車情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 逆走車を適切に検知できていない。 今後の課題とする。 

（現在の要素技術では、逆走車を精度

よく検知できない。） 

課題② 現状の ITS スポットから情報提供

するフォーマットでは、逆走車に関す

る情報を提供できない。簡易図形や

TTS 発話文による提供は可能である

が、機械ではその内容を認識すること

は困難である。 

先読み情報提供サービス（路上障害

情報）路車間通信［ITS スポット］フォ

ーマット（案）の実験用 ID（ID=30）に

おいて、原因事象に逆走車を追加する。 

 

 
図 4-5 逆走車情報に関する現状の課題 

 

・ 本共同研究での取組 
逆走車情報のサービスのあり方が未整理のため（例：逆走車の情報を受信した際に自動運転

車（順走車）がとるべき行動）、以後の検討については今後の課題と整理した。 

 
 ユースケース③ 落下物情報、故障車情報 

・ 現状の課題と対応の方向性 
「ユースケース③ 落下物情報、故障車情報」について、現状の課題と対応の方向性を整理

した（表 4-7、図 4-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆走車 

課題①：現状は逆走車の検知は通報等による
ため、タイムリーに検知することができない 

課題②：「逆走車」の情報提供フォーマットがない 
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表 4-7 現状の課題と対応の方向性（落下物情報、故障車情報） 

課題番号 現状の課題 対応の方向性 

課題① 落下物、事故は、通報や CCTV カメラ

を通じて把握するため、タイムリーに検

知できていない。 

 

ETC2.0 プローブ情報を用いた落下

物、故障車の検知可能性を分析する。 

課題② VICS 情報では、落下物、事故の位置

情報（縦位置）は提供している。車線種

別についても、現行の VICS 情報のフォ

ーマット上は提供可能である。一方で、

落下物、事故車両は移動する可能性が

高く、情報提供されていない（車線種別

を提供した後に移動した場合、誤情報

となり得る）。 

今後の課題とする。 

（落下物、事故については、車線レベ

ルの情報を提供していないため） 

 

 

図 4-6 落下物情報、故障車情報に関する現状の課題 

 

・ 本共同研究での取組 
落下物、故障車をタイムリーに検知する方法がないため、以後の検討については今後の課題

と整理した。 

 
 先読み情報による現地実証実験の募集 
先読み情報提供による効果検証を行うため、共同研究者から現地実証実験の提案を募集し

た。なお、当該募集については、以下の条件を踏まえて行った。 

 技術的かつ条件設定的に、実施・効果検証が可能と考えられるもの 

 実験シナリオとして安全が確保可能なもの 

 

現地実証実験の募集結果は、表 4-8 の通りである。なお、募集結果をもとに WG での議論

を行った結果、本共同研究での実証実験は実施しないこととした。 

 

 

 

落下物 

○Km 先 
落下物注意 ※情報板でも、VICS 情報と

同様の考え方で縦位置を中
心に情報提供している 

課題②：落下物などが移動することで、誤情
報となり得ることは避ける必要がある 

課題①：現状は落下物の検知は通報等によるた
め、タイムリーに検知することができない。ま
た、検知されたとしても移動する可能性がある 
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表 4-8 先読み情報に関する現地実証実験の募集結果 
協力内容 提案技術 応募企業数 

IoT 機器による規制

状況のリアルタイム

把握 

現地 IoT 機器の提供と準備

（位置情報送信機能付きパ

イロンなど） 

パイロンに設置した GNSS の位置情報を

センターに送信する現地 IoT 機器 2 社 

センター側 IoT 機器の提供

と準備 

現地 IoT 機器からの位置情報を受信し、

車線情報を含むマップ上にパイロン等の

位置を表示するシステム 

1 社 

逆走車の検知手法 センサ、トラカン、CCTV 等

の提供と準備 

カメラ映像を画像処理することで、逆走

車を検知する技術 
3 社 

送受信実証 その他サーバの提供と準備  具体の技術提案はなし 

 システム設計検討等の人的な面での協

力なら可能 

1 社 

実験車両の提供と準備 応募なし 0 社 

地図マッチング 地図マッチングとデータ作

成 

フォーマットの情報を地図データ等への

マッチング 
1 社 

 

 気象関連の路側センサと規制の現状の整理 
高速道路での気象関連の路側センサと規制の現状について、「霧」、「雨」、「横風」等を対象とし

て整理した。例えば、「霧」については、霧の発生状況は道路管理者や警察による巡回や及び視程

計による観測により確認されている（中日本高速道路株式会社の場合）。観測範囲は、巡回につい

ては約 100m、視程計については約 1,000m である（図 4-7）。 

 

 
図 4-7 気象観測設備と情報提供範囲のイメージ 

出典：中日本高速道路株式会社資料をもとに作成 

 

なお、中日本高速道路株式会社管内では、2021 年 11 月から 2022 年 11 月までの 13 か月間で霧

による走行注意情報が 897 回発出されている。このうち、霧による速度規制が実施された回数は

56 回（6%）であった。速度規制を実施した区間における視程計の活用は、13 箇所（24%）であっ

た。したがって、速度規制については、視程計に加えて巡回での確認を踏まえて実施している。 

霧に起因する通行規制基準は、各支社・各事務所毎に視程による基準を定め、交通管理者（警
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察）と速度規制・通行止めを協議している。また、視程計の設置個所は、計測数値を参考にしつ

つ、巡回目視をもって交通管理者（警察）と協議している。 

 
 車線別規制情報の提供の提案 

 車線別規制情報の提供実態の課題と対応 
現在、道路管理者である高速道路会社等が生成した規制情報等の交通情報は、公益財団法人

日本道路交通情報センター（JARTIC）と一般財団法人道路交通情報通信システムセンター

（VICS センター）を経由して、各車両や自動車会社のテレマセンターに配信されている（以

下「VICS 情報」という。）。 

現在、自動運転では、車線位置や標識などが定義された高精度の 3 次元地図（HD マップ）

をもとに車両制御がなされている。我が国では、ダイナミックマッププラットフォーム株式会

社が、日本国内の高速道路や自動車専用道路の HD マップを整備して、自動車メーカに提供し

ている。 

自動運転車（自車）が走行する車線の前方に工事等による車線規制がある場合、自動運転機

能のオフや車線変更などの制御を行う必要があり、HD マップに関連づけることが可能な形で、

車線別の工事規制情報を提供する必要がある。 

VICS 情報では、工事規制情報の進行方向の起終点位置は、VICS リンクに紐付けて提供可能

なフォーマットになっている。縦位置（進行方向の位置）の情報は、工事規制の始点及び終点

であり、VICS リンク番号とリンク端からの距離で表現している（図 4-8）。また、縦位置の情

報の精度は 100m 単位毎程度で起終点の位置情報も提供されている。一方で、横位置（車線種

別）の情報は、車線レベルで表現されるフォーマットになっている。 

 

 
図 4-8 縦位置の表現方法 

 

なお、上記の車線の表現について、先読み情報（工事規制情報）の提供の観点からは、以下

の課題がある。 

・ 都市内高速道路の車線種別（左車線、中車線、右車線など）が定義されていない。また、

VICS 情報で配信されていない。 

・ 都市間高速道路では、上記の車線種別で VICS 情報が提供されている。ただし、4 車線以上

の区間の一部車線、2 車線以上の付加車線では車線種別が定義できていない。 

・ ドライバーへの情報提供であり、現行の VICS 情報では車線種別を車線名称で表現してい

る。このため、車線名称が変更となる場合、連続的な情報提供が困難である（図 4-9）。 

 

××m

リンク 01 リンク 03進行方向 

規制区間 
○○m 

始点：リンク 01 の終端から○○m 終点：リンク 03 の終端から××m

リンク 02
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図 4-9 同一車線で車線名称が変更となる事例 

 

上記の通り、工事規制情報については、都市間高速道路での車線種別は基本的に定義できてお

り、VICS 情報として配信されている。このため、全ての道路管理者の車線種別を整理し、情報提

供フォーマットが決まれば、車線別の規制情報の提供に向けたルールは整備される。本共同研究

では、工事規制に係る車線種別の表現案として、以下の提案を行った（図 4-10）。具体的には、

横位置（車線種別）について、「総車線数」、「車線名称」、「車線位置」の三点で表現する。「車線

名称」は、道路情報板等を通じて提供されている車線名称と同一の名称とし、ドライバーへの理

解のしやすさにも配慮する。「車線位置」は、総車線数と左から数えた車線数の双方で表現するこ

とで、工事規制の対象車線の判別を容易にする。なお、縦位置（進行方向）については、自動運

転用地図（HD マップ）と整合が取れるよう、VICS リンク端点からの距離で表現する。 

 

図 4-10 工事規制に係る車線種別の表現案 
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 工事規制情報の提供の現状 
工事規制情報の提供の流れについて、中日本高速道路株式会社の事例を対象に整理した（図 

4-11）。 

 

 前日までの作業 
工事予定が決まり次第、各事務所において工事規制支援システム（社内システム（RIMS））

に入力する。緊急的な規制以外は、前日夕方までに登録する。道路管制センターの管制員が毎

夜間に工事規制支援システム（工事予定システム）から出力し（CSV）、オフラインにて交通

中央システム（工事規制情報提供システム）に取り込み、前日までに工事規制予定情報として

登録する。 

 

 当日の作業 
工事規制開始の連絡を受けた後、道路管制センターの管制員が工事予定情報として登録さ

れている規制を選択し、開始入力を行う。工事規制開始の連絡を受けた後に交通中央システム

（管制卓）に規制開始を入力し、自動で C2 システムにて、C1 へ送信される。 

 

図 4-11 工事規制情報のデータ生成の流れ（中日本高速道路会社の場合） 
出典：中日本高速道路株式会社資料をもとに作成 

 

なお、車線規制の作業の流れについて、車線規制の設置時の作業の流れを図 4-12、車線規

制の撤去時の作業の流れを図 4-13 に示す（中日本高速道路株式会社の場合）。 
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図 4-12 車線規制の設置作業の流れ 
出典：中日本高速道路株式会社資料をもとに作成 

 
図 4-13 車線規制の撤去作業の流れ 

出典：中日本高速道路株式会社資料をもとに作成 

 

また、工事規制情報の提供の現状について、道路管理者別に整理した（表 4-9）。速度規制

情報については、一部の路線・事象を除いては情報提供されていない。このため、速度規制情

報を先読み情報として提供するに際しては、情報提供のためのルール・仕組みの整備も課題と
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なる。 

 
表 4-9 工事規制情報の提供の現状（道路管理者別） 

 
出典：道路管理者へのヒアリングをもとに作成 

 

 IoT を活用した規制区間の把握 
工事規制の開始位置、終了位置、区間をタイムリーに把握する方法として、ポストコーン等

の規制材に無線装置を設置する方法の有用性を議論した。しかし、高速道路会社が実施する工

事規制では、工事規制を実施する時点で工事規制の開始位置は確定しており、その後に変更さ

れることはほとんどないことが明らかとなった。このため、工事規制の開始位置に設置する規

制材（パイロン）に無線装置（GNSS）を設置して位置情報を取得し、工事規制の開始位置の

精度を向上させるニーズはないと考えられた。 

 
 ETC2.0 プローブ情報を用いた突発事象の検知可能性分析 

先読み情報の提供については、自動運転を阻害する可能性のある事象を一定以上の精度で計

測可能なことが前提となる。本共同研究では、ETC2.0 プローブ情報を用いた交通事故等の突発

事象の検知可能性を分析した。具体的には、高速道路会社が保有する道路管制イベントデータ

から突発事象の発生日時を特定し、突発事象（交通事故、出口渋滞、落下物、故障車）の発生

時と非発生時を対象として、ETC2.0 プローブ情報から走行車両の速度等を集計した。 

 

 交通事故 
交通事故については、分析対象事象は東名高速道路の 217.0kp 付近で発生した交通事故（発

生日：2023 年 3 月 6 日）とし、交通事故発生日と交通事故非発生日における本線車両の速度

を比較した（図 4-14、図 4-15）。その結果、交通事故発生地点（217.0kp 付近）において、速

度低下を確認した。 
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図 4-14 交通事故発生地点付近の速度分布（上：交通事故発生日、下：交通事故非発生日） 
※ 交通事故発生地点は、217.0kp 付近である。 

※ 交通事故発生日は 2023 年 3 月 6 日、交通事故非発生日は 2023 年 3 月 13 日である。 

 

 
図 4-15 交通事故発生地点付近の速度構成比（上：交通事故発生日、下：交通事故非発生日） 

※ 交通事故発生地点は、217.0kp 付近である。 

※ 交通事故発生日は 2023 年 3 月 6 日、交通事故非発生日は 2023 年 3 月 13 日である。 

 

 出口渋滞 
出口渋滞については、分析対象事象を東名高速道路 御殿場 IC（下り）付近で発生した出口

渋滞（分析対象日時：2023 年 3 月 21 日 10:00～12:15）とし、渋滞発生日と渋滞非発生日にお

けるオフランプ走行車両と本線車両の走行速度を比較した（図 4-16～図 4-19）。また、渋滞発

生日におけるオフランプ走行車両と本線車両の地点別速度構成比を比較した（図 4-20）。 

その結果、本線車両とオフランプ走行車両との車両挙動の差異を把握可能なことを確認した。
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また、オフランプ走行車両については、渋滞発生日と渋滞非発生日で、速度低下の度合（発生

時間帯、発生延長）が異なることも確認した。 

 
図 4-16 オフランプ走行車両の速度分布（渋滞発生日） 

出典：国土地理院地図（基盤地図情報）をもとに作成 

 
図 4-17 オフランプ走行車両の速度分布（渋滞非発生日） 

出典：国土地理院地図（基盤地図情報）をもとに作成 
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図 4-18 本線車両の速度分布（渋滞発生日） 

出典：国土地理院地図（基盤地図情報）をもとに作成 

 

 
図 4-19 オフランプ走行車両の地点別速度分布 

（上：渋滞発生日、下：渋滞非発生日） 
※ 横軸の位置（0m）は、デジタル道路地図（DRM）上での本線とオフランプの分岐位置である。 
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図 4-20 路側渋滞発生日における地点別速度構成比 

（上：オフランプ走行車両、下：本線車両） 
※ 横軸の位置（0m）は、デジタル道路地図（DRM）上での本線とオフランプの分岐位置である。 

 

 落下物 
落下物については、分析対象事象は東名高速道路の 89.5kp～90.0kp 付近で発生した落下物（発

生日：2023 年 3 月 6 日）とし、落下物発生前後での本線車両の速度を比較した（図 4-21、図 4-
22）。その結果、落下物が路上にあると想定される時間帯では、89.3kp～89.8kp 付近において、

60km/h を下回る速度を検出した。 

 

図 4-21 落下物発生地点付近の速度分布 

※ 落下物の発生日時は、2022 年 11 月 1 日 10:00～11:10（推定）である。 
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図 4-22 落下物発生前後の速度構成比（地点別・時間帯別） 

 
 故障車 
故障車については、分析対象事象は東名高速道路 146.5kp 付近で生じた故障車（発生日：2023

年 8 月 4 日）とし、故障車発生地点付近での速度分布を集計した（図 4-23）。その結果、故障

車の発生時刻（13:27～15:15）の速度分布は、故障車の発生前や処理後の速度分布とほとんど差

異がないことが分かった。 

 

 

図 4-23 故障車発生時の本線車両の速度分布 
※ 故障車の発生日時は、2023 年 8 月 4 日 13:27～15:15 である。 

 
 まとめ 
ETC2.0 プローブ情報による突発事象の検知については、事象による車線閉塞の影響の大きさ

により、検知可能性が異なる。まず、交通事故については、通行規制等による交通への影響が

大きく、本線車両の大きな速度低下が確認できた。一方で、落下物については、車線閉塞の規
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模が小さく、交通事故と比べると本線車両の速度低下幅が小さいことから、事象の検知が困難

なことが確認できた。 

なお、本分析についてはあくまでも特定の事例を対象としたものである。同一の突発事象で

あっても、車線閉塞の位置（走行車線、追越車線）、事象が発生した時間帯や時間の長さ等によ

り、本線後続車への影響は異なると考えられる。このため、様々な条件下での事例分析を実施

し、知見を蓄積することが重要となる。 

また、本分析では、高速道路会社の道路管制イベントデータをもとに、プローブデータを用

いた事象発生時と非発生時の比較など、事後的な検証を行って事象の発生を確定している。一

方で、先読み情報をタイムリーに情報提供するためには、突発事象の発生有無の判断を基準化

し、機械的に突発事象が検知されることが望ましい。このためには、「突発事象が発生していな

い状態を規定する平均速度」、「平均速度の算出対象とする区間長や時間帯の幅」、「突発事象の

発生の基準となる閾値」等に関する知見が必要であり、今後はこの分野での研究の進展が期待

される。 
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5.  開示した研究成果 
本共同研究の成果については、論文、国際会議での発表、依頼原稿の形で積極的に開示を行った。

開示した主要な成果は、以下の通りである。なお、研究成果については、共同研究者に対して意見

照会を行い、承認を得た後に開示している。 

 

 論文 

1) Toshimasa Nakagawa, Hirotaka Sekiya: Analysis of Relationship between Faint Level of Lane Marking 

and Operation of Lane Keeping Assist, 30th ITS World Congress, Dubai, 2024.（審査中） 

2) 中川敏正, 井坪慎二, 石原雅晃, 花守輝明, 湯浅克彦：区画線の剥離率と車線維持支援システム

の作動状況との関係の基礎実験, 交通工学論文集（特集号 B）, 10 巻, 1 号, pp.B_10-B_19, 2024. 
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6.  おわりに 
 本資料では、「自動運転の普及拡大に向けた道路との連携に関する共同研究」の成果を取り纏めて

報告した。 

まず、自車位置特定補助情報については、実道での区画線の剥離率と車載カメラによる区画線の

検知状況との関係を分析し、LKA の作動のベースとなる車載カメラが検知可能な区画線の剥離率の

目安を特定した。また、当該剥離率の目安を踏まえ、試験走路において剥離した区画線を再現し、

LKA が作動可能な剥離率の閾値を取得した。これらは、車両前方の一定距離内にある区画線の剥離

率をまとまりとして評価した点が特徴であり、自動運転車（車載カメラ）による区画線の検知メカ

ニズムに近い形で評価できていると考えられる。そのうえで、LKA の作動の観点から区画線の剥離

率に関する要件案として取り纏めた。今後、本共同研究の成果を踏まえて、自動運転車の車線維持

に必要な管理水準を検討することが望まれる。 

次に先読み情報提供サービスについては、現状の課題と対応の方向性を整理のために先読み情報

のユースケースの選定と先読み情報（工事規制情報、出口渋滞情報）提供サービスの要件定義案を

作成した。なお、先読み情報の提供に関する課題として高速道路上での事象の正確な検知がある。

この点について、本共同研究では、ETC2.0 プローブ情報を用いた突発事象（路肩渋滞、交通事故、

落下物、故障車）の検知可能性に関する基礎的分析を実施した。 

ここ最近、ETC2.0 プローブ情報をリアルタイムでの所要時間の算出に実用する動きが見られてい

る。本共同研究での知見も踏まえて、様々な検知手法を組み合わせることにより、高速道路での突

発事象をタイムリーかつ精度よく把握するための研究を実施することが期待される。また、タイム

リーな情報提供を行うために ITS スポットと事象発生位置との位置関係、設置密度、他の通信手段

の活用についても研究を実施することが期待される。 

なお、2024 年度以降、自動運転用レーンを活用したレベル 4 自動運転トラックの実証実験が予定

されており、その中では先読み情報提供の効果検証が実施される予定である。本共同研究は自家用

車（オーナー・カー）を想定した研究ではあるが、自動運転トラックにも適用可能な成果もある。

今後、実証実験等を通じて、本共同研究の成果の検証と更新を継続していきたい。 

本研究では高速道路での自動運転の実現に不可欠なサービスについて研究を行ったが、今後はサ

ービスの確実な実現に向けた展開が求められる。本報告がその一助となれば幸いである。 
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第1章  背景と目的 

1.1.  研究の背景 
我が国では、「2030 年までに世界一安全で円滑な道路交通社会を構築・維持す

ることを目指す」といった政府目標の実現に向けて、官民が連携して取り組みを

進めている。特に高速道路の自動運転については、自家用車を対象に 2025 年度

のレベル 4 市場化を目指し、官民による取り組みが加速されている（官民 ITS 構

想・ロードマップ 2020）。国土交通省では、上記の政府目標の達成に向けて、車

両の技術開発のみではなく、インフラ側との連携により進めるため、自動運転車

の走行を支援するための道路交通環境の整備のあり方について検討していると

ころである。 
このような背景から、国土技術政策総合研究所では、高速道路での安全で円滑

な自動運転を実現するうえでの課題を道路との連携により解決することを目的

として、2021 年 11 月から「自動運転の普及拡大に向けた道路との連携に関する

共同研究（以下「本共同研究」という。）」を実施してきた。 
高速道路での自動運転の継続には、自動運転車が自車位置を正確に特定する

ことが不可欠であり、特に道路横断方向の自車位置特定には高速道路上に設置

された区画線が重要な情報となる。一方で、区画線がかすれている場合、車載カ

メラが区画線を検知することができず、高速道路での自動運転を支援する運転

支援システムの一つである車線維持支援システム（Lane keep assist、以下「LKA」

という。）が作動せず、車線中央を安定して走行できないという課題が指摘され

てきた。そこで、本共同研究においては、自動運転車が高速道路で継続して自車

位置を特定することを目的として、LKA が作動可能な区画線の剥離率に関する

要件案を作成するための調査研究を実施してきた。 
本書は、本共同研究による調査研究成果をもとに、区画線の剥離率に関する要

件案を取り纏めたものである。 
 
1.2.  研究の目的 
本共同研究では、LKA が作動可能な区画線の剥離率の上限値（閾値）を把握

することを目的とした。そこで、実道での区画線の剥離率と LKA の作動のベー

スとなる車載カメラによる区画線の検知状況との関係を調査後、試験走路にお

いて様々な条件の下で LKA の作動状況を調査することで、LKA が作動可能な

区画線の剥離率の上限値（閾値）を特定した。これにより、LKA が作動可能と

なる区画線の剥離率に関する基礎的知見を取得し、国土交通省が将来的な施策

として位置付けている「自動運転車の車線維持に必要な区画線の管理水準の検

討」に活用することを企図している。 
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第2章  区画線の属性指標と剥離率の位置付け 

本章では、区画線のかすれ度合いを表す属性指標を整理し、「剥離率」の位置

付けを明確化する。 
区画線の属性指標には、大別して「実道での計測を想定した属性指標」と「机

上での計測を想定した属性指標」がある（表 2-1）。 
まず、実道での計測を想定した主な属性指標には、「剥離率」、「目視評価ラン

ク」、「反射輝度値」がある。「剥離率」は、区画線の摩耗、剥離、劣化等により

塗膜が欠損した部分の全体に占める割合を表す指標であり、剥離率が大きいほ

ど、かすれが進んでいることを示す。「目視評価ランク」は、区画線の摩耗、剥

離、劣化等を目視により 5 段階で評価する指標であり、ランクが低いほど、区画

線の摩耗、剥離、劣化等が進んでいることを示す。「反射輝度値」は、区画線の

再帰反射性能を評価する指標であり、反射輝度値が大きいほど、夜間の視認性が

高いことを示す。 
次に机上での計測を想定した主な属性指標には、「拡散反射率」と「色差」が

ある。「拡散反射率」は、区画線（白色）の明るさや白さを評価する指標であり、

拡散反射率が大きいほど、昼間の視認性が高いことを示す。「色差」は、区画線

（黄色）の塗膜表面の汚れや変色・退色状況を評価する指標であり、色差が大き

いほど路面表示（黄色）との色差が大きいことを示す。 
上記の区画線の属性指標のうち、「剥離率」は区画線の状態について、昼間帯

の視認性の評価には適した指標であり、比較的容易に計測可能で、かつ定量的に

評価が可能である。 
また、区画線の損傷度判定及び塗り直し基準については、「外観」、「剥離（耐

久性）」、「夜間の視認性」の 3 つの指標から総合的に評価する方法が提案されて

いる。このうち、「外観」と「剥離（耐久性）」は昼間の視認性を対象としており、

目視による外観評価と撮影した画像による剥離面積の割合（剥離率）による剥離

評価が行われている。「夜間の視認性」は区画線の表面に散布されるガラスビー

ズの夜間反射率を計測する方法がとられている。本来であれば、これら 3 つの

指標をもとに区画線の損傷度を総合的に評価することが望ましいが、本共同研

究では、比較的容易に計測可能で、かつ定量的に評価が可能な「剥離率」を指標

として選定した。 
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表 2-1 区画線の主な属性指標 

属性指標名 概要 特徴 

剥離率 区画線の摩耗、剥離、劣化等

により塗膜が欠損した部分

の全体に占める割合を表す

指標。剥離率が大きいほど、

かすれが進んでいる。 

• 区画線の状態について、

昼間帯の視認性の評価

には適した指標 
• 比較的容易に計測可能

で、かつ定量的に評価

が可能  

目視評価ランク 区画線の摩耗、剥離、劣化等

を目視により 5 段階（ランク

1～ランク 5）で評価する指

標。ランクが低いほど、区画

線の摩耗、剥離、劣化等が進

んでいる。 

• 区画線の状態について、

定量的な評価値に基づ

く評価は困難 
• 目視による判定であり、

ばらつきが生じる可能

性あり 

反射輝度値 区画線の再帰反射性能を評

価する指標。反射輝度値が大

きいほど、夜間の視認性が高

い。 

• 区画線の状態について、

夜間帯の視認性の評価

には適した指標 
• 計測部が覆われる専用

機器を用いて計測する

ため、計測に時間を要

する 

拡散反射率 
（白線の場合） 

区画線（白色）の明るさや白

さを評価する指標。拡散反射

率が大きいほど、昼間の視認

性が高い。 

• 区画線の状態について、

昼間帯の視認性の評価

には適した指標 
• 区画線（白線）を対象と

した指標 

色差 
（黄色線の場

合） 

区画線（黄色）の塗膜表面の

汚れや変色・退色状況を評価

する指標。色差が大きいほ

ど、路面表示（黄色）との色

差が大きい。 

• 区画線（黄色線）を対象

とした指標 
• （一社）全国道路標識・

標示業協会が「道路標

示黄色見本」を提供 

出典：「路面標示ハンドブック 第 5 版（一般社団法人全国道路標識・標示業協会）」をもとに作成 
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第3章  剥離率の定義 

本章では、本共同研究での剥離率の定義を整理する。本共同研究での剥離率は、

「摩耗、剥離、劣化等により区画線の塗膜が欠損した部分の全体に占める割合

（面積比）」と定義する（表 3-1）。つまり、剥離率は剥離部分の面積と全体面積

の比率を評価する指標であり、個々の区画線の中での剥離の発生位置や形状（ラ

ンダムに剥離、区画線の内側が剥離、外周部分が剥離等）は評価の対象外とする。

この理由は、定義された剥離率は、現行の剥離率の計測方法（要素技術）で数値

化可能な指標であることを重視したためである。 
なお、定義する剥離率は理論上の定義であり、実測剥離率とは必ずしも一致し

ない可能性もあることには留意が必要である。また、剥離率を計測するには、区

画線が敷設されていた範囲を正確に特定できることが前提となる。 
 
 

表 3-1 区画線の剥離率のイメージ 
区画線 剥離率のイメージ 

区画線 A 

 

区画線 B 

 

区画線 C 

 
※ 白色部分は剥離していない部分、黒色部分は剥離している部分である。 

※ 区画線 A～区画線 C は黒色部分が全体面積半分であるため、剥離率は 50%である。 

 
また、剥離率を上記のように定義した場合、同じ剥離率でも LKA の作動状況

が異なる可能性が指摘されている。例えば、区画線の外周（輪郭）部分が剥離し
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ていない区画線（表 3-1 の区画線 B）では、外周（輪郭）部分が剥離している区

画線（表 3-1 の区画線 C）と比べて LKA が相対的に作動しやすいことが経験上

把握されている。このため、剥離率と LKA の作動状況との関係を正確に把握す

るという観点では、将来的には剥離率を剥離の発生位置や形状を含めた形で定

義することが望ましく、この点については塗膜の欠損した部分の位置や形状が

簡便に数値化可能な要素技術が確立された際の検討事項とする。 
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第4章  剥離率の計測方法に求められる要件 

本章では、剥離率の計測方法に求められる要件を整理する。 
まず、剥離率については、計測誤差が小さく、かつ事前に計測精度が把握可能

であることが最も重要である。また、剥離率を定量値で、剥離率と位置の双方を

取得できる必要がある（正確性の観点）。 
次に剥離率の計測機器の導入・運用が安価であり、長距離かつ通常の道路管理

時に計測可能である必要がある（経済性の観点）。 
さらに剥離率の計測機器の調達や操作が容易であること、車両を走行しなが

ら計測可能で、かつ計測間隔を調整できる必要がある（計測性の観点）。 
上記を踏まえ、本共同研究においては、剥離率の計測方法に求められる要件

（リクワイアメント）について、「正確性」、「経済性」、及び「計測性」の３つの

観点から整理した。各観点における要件の詳細は、表 4-1 の通りである。 
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表 4-1 剥離率の計測方法に求められる要件（リクワイアメント） 
 No 要件 説明 

正
確
性 

1 
計測誤差が小さく、かつ事

前に計測精度が把握可能

であること 

剥離率を正確に計測でき、かつ機器

に起因する計測誤差が事前に把握

できる。 

2 
区画線が敷設されていた

範囲を正確に特定できる

こと 

剥離率を計測すべき範囲を正確に

特定できる。 

3 
定量値の取得が可能であ

ること 
計測結果が定量値として出力され

る。 

4 
剥離率と位置の双方を計

測可能であること 
区画線（位置）と計測結果の紐付け

が容易である。 

経
済
性 

5 
計測機器の導入・運用が安

価であること 
機器のイニシャルコスト及びラン

ニングコストが十分に小さい。 

6 
長距離の計測が可能であ

ること 
短時間の計測において、比較的長い

距離の剥離率を取得可能である。 

7 
通常の道路管理時に計測

可能であること 
定期的な道路パトロールの中で、剥

離率を計測できる。 

計
測
性 

8 
計測機器の調達が容易で

あること 
計測に際して、特殊な機器を必要と

しない。 

9 
計測機器の操作が容易で

あること 
計測に際して、専門的な知識が必要

ない。 

10 
車両を走行しながら計測

可能であること 
計測時に際して、交通規制が不要で

ある。 

11 
計測間隔を調整できるこ

と 
調査の用途に応じて、計測間隔を設

定可能である。 
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第5章  想定する LKA 搭載車両 

現在、LKA に係る技術レベルは、自動車メーカや車種によって統一されてい

ないのが実情である。このため、本共同研究では、要件案作成日から一定期間、

市場に存在することが想定される車種を実験車両として選定した。 
将来的に LKA の普及促進が進展し、LKA に係る技術レベルが統一されてきた

際に、想定する LKA 搭載車両を再検討し、LKA に関する具体的な性能を特定す

ることとする。 
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第6章  剥離率と LKA の作動との関係 

本章では、本共同研究で実績値を取得した試験走路と実道での車両の走行条

件を整理後、剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件を特定する。 
また、試験走路で取得した実測値をもとに剥離率の閾値を整理し、試験走路で

の車両の走行条件が剥離率の閾値に与える影響を考察する。なお、試験走路で取

得した実測値の詳細については、巻末資料を参照されたい。 
 
6.1.  車両の走行条件の整理 
本共同研究では、試験走路に区画線が剥離した環境を構築し、剥離率と LKA

の作動状況の関係を調査した。一方、試験走路は実道とは車両の走行条件が異な

るため、剥離率の閾値（6.3 で記載）を実道に適用する際には、そのままでは適

用できないと考えられる。 
そこで、ここでは試験走路と実道における車両の走行条件について俯瞰的な

整理を行った（表 6-1）。このうち、試験走路と実道で車両の走行条件が異なる

項目については、6.4 において剥離率の閾値に与える影響を考察する。 
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表 6-1 試験走路と実道における車両の走行条件 

項目 試験走路 実道（NEXCO 管理路線） 

舗装 改質密粒度アスファルト 
高機能アスファルト（空隙あ

り） 

区
画
線 

対象 車線境界線 車線境界線、外側線 

長さ・間隔 6m＋9m 8m＋12m 

施工方法 溶融式 
溶融式 

※ 積雪地域では、加熱式 

素材 塗料及びガラスビーズ 塗料及びガラスビーズ 

劣化方法 
人工剥離（超高圧水表面処理

工法） 

経年劣化（紫外線や車両乗り上

げによる擦れ等） 

劣化形態 
規則性なし（塗装厚が薄い部

分の除去） 

規則性なし（ひび割れやタイヤ

痕による擦れ） 

線
形 平面 直線 

カーブ部（大きな R）、すりつ

け曲線部 

縦断 平坦 平坦、上り勾配、下り勾配 

横断 左路肩側に片勾配 左路肩側に片勾配 

道路構造 土工部 土工部、橋梁部、トンネル部 

走行速度 
80km/h（実験車両の走行速

度） 

70～120km/h（非渋滞時） 

20～50km/h（渋滞時） 

走行方法 

走行方向：往復 

車線内の走行位置：固定 

区画線の跨ぎ：なし 

走行方向：一方通行 

車線内の走行位置：ランダム 

区画線の跨ぎ：あり（車線変更） 

車種 普通車 大型車、普通車、二輪車等 

気象環境 晴、雨 晴、曇、雨、雪、霧等 
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6.2.  剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件 
LKA が非作動となる状態が出現する剥離率（以下「LKA 作動率が 100%とな

る剥離率※」という。）は、車両の走行条件（時間帯、天候）によって変化する。

これは、LKA 搭載車両の車載カメラによる検知が、時間帯や天候によって影響

を受けるためである。このため、剥離率の閾値を作成する場合、車両の走行条件

を事前に特定する必要がある。 
そこで、本要件案においては、剥離率の閾値作成の対象とする車両の走行条件

を「基本条件」と定義した。 
※ LKA 作動率が 100%となる剥離率とは、昇順方向の場合は「LKA が非作動

となる状態が出現する剥離率」、降順方向の場合は「LKA が全作動となる

剥離率」である。 
 

(1)  基本条件の定義 
LKA 作動率が 100%となる剥離率は、車両の走行条件が安定している場合に

は大きくなるが、車両の走行条件が安定しない場合には小さくなると考えられ

る（図 6-1）。LKA が確実に作動することを前提とした場合（LKA 作動率が 100%
を前提とした場合）、車両の走行条件を広くすればするほど、LKA 作動率が 100%
となる剥離率は低下することになる。 
このため、基本条件については、「剥離率の水準（剥離率をどこまで低い水準

とするか）」と「車両の走行条件（車両の走行条件をどこまで広くするか）」の双

方を考慮して定める必要がある。 

 
図 6-1 車両の走行条件と LKA 作動率が 100%となる剥離率の関係 

（イメージ） 
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(2)  基本条件の設定の方針 

基本条件の設定の方針は、以下の通りである。 
 
・ 車種別に特定する。 

LKA の制御方法が車種ごとに異なるため、LKA 作動率が 100%となる剥離

率は、車両の走行条件が同じ場合でも車種によって異なることが想定され

る。このため、基本条件は車種別に特定する。 
・ LKA 作動率が 100%となる剥離率のうち、当該剥離率が最小となる車両の

走行条件をベースとして特定する。 
LKA の確実な作動の観点から、基本条件については、剥離率が最小となる

車両の走行条件を起点に特定する。 
・ 昇順方向で走行した実測値をもとに特定する。 

LKA が作動から非作動となる事象は、走行の安全性の観点から回避すべき

事象であるため、基本条件は昇順方向で走行した実測値をもとに特定する。 
・ 評価区間の起点での LKA の作動状況が同じ実測値をもとに特定する。 

基本条件の根拠となる実測値の属性を統一するため、評価区間の起点での

LKA の作動状況が同じ実績値をもとに特定する。具体的には、昇順方向での

走行では評価区間起点で LKA が作動となった実測値、降順方向での走行では

評価区間起点では LKA が非作動となった実測値である。 
 
(3)  基本条件の特定結果 

LKA 作動率が 100%となる剥離率について、車両の走行条件別に示す（表 6-
2）。仮に基本条件を LKA 作動率が 100%となる剥離率が最も小さくなる車両の

走行条件とする場合、車両 A は「昼・晴」、車両 B は「昼・晴及び夜・晴」、車

両 C は「昼・雨」、車両 D は「昼・晴」が基本条件と特定される。 
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表 6-2 車両の走行条件と LKA 作動率が 100%となる剥離率 

車両名 
車両の走行条件 

（LKA 作動率が 100%となる剥離率） 

車両 A 
昼・晴 
（77%） 

夜・晴 
（79%） 

昼・雨 
（－） 

夜・雨 
（－） 

車両 B 
昼・晴 
（77%） 

夜・晴 
（77%） 

昼・雨 
（－） 

夜・雨 
（－） 

車両 C 
昼・晴 
（◎） 

夜・晴 
（77%） 

昼・雨 
（75%） 

夜・雨 
（×） 

車両 D 
昼・晴 
（60%） 

夜・晴 
（77%） 

昼・雨 
（－） 

夜・雨 
（－） 

※ 赤下線は、LKA 作動率が 100%となる剥離率のうち、当該剥離率が最小となる車両の走行条件（＝基

本条件）である。 

※ 括弧内は LKA 作動率が 100%となる剥離率であり、LKA の作動・非作動の切り替わりが発生した地

点から前方区間（自車位置から 30～130m）にある区画線の剥離率の平均値（小数点以下は切り下げ）

である。 

※ 「◎」は、LKA が全走行・全区間で作動したことを示しており、LKA が非作動となる状態が出現し

なかったため、LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

※ 「×」は、LKA が全走行・全区間で非作動であったことを示しており、LKA が作動となる状態が出

現しなかったため、LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

※ 「－」は、無効サンプル（剥離率が段階的に高くなる評価区間に進入した際、通常と異なる非作動状

態であった走行）が含まれているため、LKA 作動率が 100%となる剥離率が特定できなかった。 

 
なお、LKA が全走行・全区間で作動した車種・車両の走行条件（表 6-2 の◎）

は、LKA が非作動となる状態が出現しなかったため、LKA 作動率が 100%とな

る剥離率が特定できず、基本条件には該当しないとしたものの、剥離率が 100%
に近い状態でも LKA が作動している。 
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6.3.  剥離率の閾値 
6.2 において特定した基本条件に対して、剥離率の閾値を整理した（表 6-3）。

なお、剥離率の閾値については、LKA の性能に依存する。このため、将来的な

車両技術の革新により LKA の性能が向上した場合、剥離率の閾値については更

新が必要となる。 
 

表 6-3 剥離率の閾値 

車両 
車両の走行条件 

剥離率の閾値 
昼・晴 夜・晴 昼・雨 夜・雨 

車両 A ◎ ○   77% 

車両 B ◎ ◎   77% 

車両 C  ○ ◎  75% 

車両 D ◎ ○   60% 

◎：剥離率の閾値に対応する走行条件（基本条件） 

○：剥離率が閾値の場合に LKA 作動率が 100%となる走行条件 
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【ドライバーによる視認性】 

LKA が作動しなくなった場合、ドライバーが区画線を認識し、運転を引き

継ぐ必要がある。このため、剥離率が閾値となる区画線については、ドライ

バーが視認できる水準である必要がある。仮にドライバーが剥離率が閾値で

ある区画線を視認できない場合、閾値自体に一定幅を持たせる必要がある。 
試験走路での実験で整備した区画線を対象とした場合、剥離率が約 60%の

区画線はドライバーによる視認は可能であるものの、剥離率が約 75%の区画

線はドライバーによる視認は不可能であった（表 6-4）。このため、剥離率の

閾値は、ドライバーによる視認性を考慮した場合、約 75%以下とすることが

望ましいと言える。ただし、実道路では両側の区画線が均等に剝離している

とは限らないこと、ドライバーは LKA と異なり片側の区画線が認識できれ

ば運転の継続が可能であることなど、試験走路での実験とは道路環境や車両

の走行条件が異なっている点には留意が必要である。 
 

表 6-4 剥離率とドライバーによる視認性の関係 
剥離率 区画線（写真） 視認性 
約 60% 

 

視認可能 

約 75% 

 

視認不可能 
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【剥離率の閾値と区画線の補修のタイミング（推奨）との関係】 
一般社団法人全国道路標識・標示業協会は、区画線の補修のタイミングと

して「目視評価ランク 3 と同等程度以下の標示」であることを推奨している

（「路面標示ハンドブック第 5 版」）。 
試験走路での実験で整備した区画線（表 6-5 の区画線①と区画線②）を対

象とした場合、区画線①は目視評価ランク 2、区画線②は目視評価ランク 1
に相当し、いずれも塗り替えが望ましいものと判定された。 
なお、目視評価ランクは定性的な指標であり、剥離率との相関が低い場合

もあることには留意が必要である。 
 

表 6-5 区画線の剥離率と目視評価ランク 
項目 区画線① 区画線② 

剥離率 約 60% 約 75% 
区画線の状況 
（写真） 

  

目視評価ランク ランク 2 ランク 1 
評価 塗り替えが望ましい 塗り替えが望ましい 

※ 評価は、「路面標示ハンドブック第 5 版（一般社団法人全国道路標識・標示業協会）」による区画

線の塗り替えの推奨タイミングに基づく評価である。 

※ 上記の区画線は試験道路での基礎実験時に剥離施工した区画線であり、個々の区画線で極力均一

に剥離させているため、実道の区画線に比べて目視評価ランクの判定が行いやすい。 

 
6.4.  車両の走行条件が剥離率の閾値に与える影響 

6.3 の剥離率の閾値の実績値を取得した試験走路については、実道と比べて車

両の走行条件に差異がある。そこで、6.1 で整理した車両の走行条件のうち、試

験走路と実道とで差異のある項目について、剥離率の閾値に与える影響を考察
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した（表 6-6）。なお、本節での考察は、本共同研究で実績値を取得できていな

い内容を含むものであり、仮説をもとに議論した結果である。 
 

表 6-6 車両の走行条件が剥離率の閾値に与える影響 
項目 考察 

舗装 実道の舗装は高機能アスファルトであり、試験走路と比べ

て雨天時でも路面に水膜が発生しにくく、剥離率の閾値は

大きくなる可能性がある。 

区
画
線 

長さ・間隔 区画線の長さ・間隔は、試験走路及び実道ともに車載カメ

ラの設計条件の範囲内であるため、剥離率の閾値には大き

な影響は無いと考えられる。 
劣化方法 実道での区画線の剥離は経年劣化によるものであるが、劣

化方法の違いが車載カメラによる区画線の検知に及ぼす

影響に関する十分な知見が無く、剥離率の閾値への影響は

不明である。 
劣化形態 

線
形 

平面 実道での平面線形は緩やかであり、車載カメラによる検知

範囲には大きな影響は無く、剥離率の閾値には大きな影響

は無いと考えられる。 縦断 

道路構造 トンネル部はコンクリート舗装である場合もあり、区画線

とのコントラストが低いため、剥離率の閾値が小さくなる

可能性がある。 
走行速度 実道での実勢速度が規制速度を上回る場合、短時間でより

長い区間の区画線の情報を取得可能であるため、剥離率の

閾値は大きくなる可能性がある。 
走行方法 実道では車線を跨ぐ走行や加減速があり、車載カメラが区

画線を検知しにくい状況が発生するため、剥離率の閾値は

小さくなる可能性がある。 
車種 実道では多種多様な LKA 搭載車両が走行し、LKA の性能

が低い車種の場合には、剥離率の閾値は小さくなる可能性

がある。 
気象環境 実道では雨、雪、霧などが発生し、車載カメラによる区画

線の検知がしにくくなるため、剥離率の閾値は小さくなる

可能性がある。 
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第7章  今後の課題 

区画線の剥離率に関する要件案について、今後の課題を以下に整理する。 
 
(1)  実道における剥離率が連続しない区間での LKA 作動への影響確認 
本共同研究では、剥離率が段階的に大きくなる道路環境において、剥離率と

LKA の作動状況の関係を調査したが、実道での道路環境では規則性がなく、か

つばらつきがある。このような実道での剥離率の不規則性やばらつきが LKA の

作動に与える影響は調査できておらず、今後確認することが望ましい。 
 
(2)  剥離率以外の属性指標と LKA 作動の関係確認 
本共同研究では、区画線の属性指標として剥離率を対象に調査を実施した。剥

離率は昼間の視認性を対象としており、夜間の視認性を評価する指標として反

射輝度値がある。今後、夜間における反射輝度値と LKA の作動状況との関係を

調査し、LKA 作動率が 100％となる反射輝度値を把握することが望ましい。 
 
(3)  剥離率の計測方法毎の計測精度の把握 
本共同研究では、既往技術を用いて、剥離率の計測を実施したが、剥離率の既

往の計測方法は、いくつかの方法が確認されている（「参考資料」を参照）。 
本共同研究で使用した既往技術を含め、剥離率の計測方法毎の計測精度につ

いて、正確に把握することが望ましい。 
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1.  はじめに 
高速道路本線において工事等により車線規制（以下「工事規制」という。）がされて

いる場合、安全・円滑な自動運転を継続するには、工事規制されている区間、車線種別

に関する情報を車両に提供することが求められている。一方で、現状では工事規制され

ている区間と車線種別を含む工事規制情報を提供している路線はあるものの、一部の路

線では技術的な課題から情報提供には至っていない。 
そこで、本書では、全ての路線で工事規制されている区間と車線種別を含む先読み情

報（工事規制情報）を提供する仕組み（システム）を検討し、要件定義案として取り纏

める。 
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2.  先読み情報（工事規制情報）のサービスイメージ 
先読み情報（工事規制情報）は、高速道路本線での工事規制の縦位置（進行方向の位

置）と横位置（車線種別）を車両に対してタイムリーに情報提供するものである（図 2-
1）。先読み情報（工事規制情報）を取得することで、車両は本線上流部を走行する段階

で工事規制の有無と位置を認識できる。その結果、安全運転に係る監視・対応主体がド

ライバーである自動運転の場合、適切な時点でハンズフリーを解除することが可能にな

る。また、安全運転に係る監視・対応主体がシステムである自動運転の場合、自動的な

ルート変更や車線変更が可能となる。 
 

 
図 2-1 先読み情報（工事規制情報）のサービスイメージ 

  

500m 先 

車線変更 

工事規制あり 

どこからどこまで 

どの車線 

いつからいつまで 等 
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3.  現状の工事規制情報 
3.1.  各道路管理者における情報の取扱状況 

道路管理者による工事規制情報の取扱状況は、表 3-1 の通りである。 
 

表 3-1 道路管理者による工事規制情報の取扱状況（道路管理者別） 

項目 
都市間高速道路

（NEXCO 管理路線） 
首都高速道路 阪神高速道路 

管制システム

での取り扱い 
扱っている 扱っている 扱っている 

道路情報板で

の提供の有無 

提供中 
（具体の車線種別は

提供していない場合

もある） 

一部提供中 
（線形等から具体の

車線種別を提供しな

い場合もある） 

一部提供中 
（線形等から具体

の車線種別を提供

しない場合もある） 
VICS 情報とし

ての配信の有

無 

提供中 
（ただし、一部表現で

きないものがある） 

提供不可 
（仕様にないため） 

提供不可 
（仕様にないため） 

出典：道路管理者へのヒアリング結果をもとに作成 

 
3.2.  先読み情報（工事規制情報）の提供に関する課題 
(1)  横位置（車線種別）の情報 
 横位置（車線種別）の情報について、VICS 情報の仕様において網羅されていない。

都市間高速道路（NEXCO 管理路線）では、上記の車線種別で VICS 情報が提供されて

いるものの、4 車線以上の区間の一部車線、2 車線以上の付加車線等は定義できていな

い。また、都市内高速道路では車線種別が定義されていないため、VICS 情報が提供さ

れていない。 
 
(2)  進行方向の車線構造の考慮 

工事規制されている区間と情報提供区間、及び当該区間の間にある区間での車線構造

が異なる場合、車線変更の必要性を判断するためには、進行方向の車線構造を考慮する

必要がある（図 3-1）。 
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図 3-1 車線と新 ID 車線定義の対応イメージ（進行方向の車線構造が異なる場合） 

 
3.3.  課題への対応 

現状の工事規制情報では、都市間高速道路（NEXCO 管理路線）における車線種別は

一部を除いて定義済であり、VICS 情報として提供されている。このため、全ての道路

管理者の車線種別を整理し、情報提供フォーマットが決まれば、工事規制情報を提供す

るためのルールは整備される。 
工事規制に係る車線種別の表現案として、図 3-2 が考えられる。自動運転用地図（HD

マップ）と整合を図るため、縦位置は VICS リンク端点からの距離、横位置は総車線数

と車線位置（左から数えた車線数）で表現している。なお、図 3-2 は一般的な工事等に

伴う工事規制に係る車線種別の表現案であり、特殊な工事等に伴う車線規制（例：橋梁

の大規模更新工事時の片側対面通行規制に係る車線種別）に係る車線種別については、

道路管理者間での表現の統一性の観点を踏まえて別途検討が必要である。 
また、図 3-2 については、自動運転車（機械）への情報提供を前提とした際の車線種

別の表現案である。ドライバーへの情報提供の場合、人間による理解のしやすさや処理

可能な情報量の観点を踏まえて、車線種別の表現方法を別途検討する必要がある。 
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図 3-2 工事規制に係る車線種別の表現案 
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4.  先読み情報（工事規制情報）の要件と解説 
4.1.  サービス内容 

先読み情報（工事規制情報）は、高速道路本線での工事規制情報を本線上流部を走行

する車両に提供することで、余裕を持って必要となる運転（例：安全運転に係る監視・

対応主体がドライバーである自動運転の場合、適切な時点でハンズフリーの解除、安全

運転に係る監視・対応主体がシステムである自動運転の場合、自動的なルート変更や車

線変更）を行うことを支援するものである。なお、先読み情報（工事規制情報）は、事

前に予定されている工事規制や突発的な工事規制に関する情報であり、工事規制の位置、

期間、規制車線等の項目を含む。 
 ここで、事前に予定を把握可能な先読み情報（工事規制情報）の提供の仕組みの例を

示す（図 4-1）。工事前に登録された工事予定情報と工事当日に工事現場から送信される

リアルタイムの情報を連携させ、本線を走行する車両に情報提供する仕組みを想定する。 
 

 
図 4-1 先読み情報（工事規制情報）の提供の仕組みの例 

 
4.2.  情報提供項目 
【要件】 
先読み情報（工事規制情報）は、以下の情報を提供するものとする。 
・ 工事規制の開始日時 

・ 工事規制の終了日時 

・ 工事規制の開始地点（縦位置） 

・ 工事規制の終了地点（縦位置） 

・ 工事規制の長さ 

・ 工事規制されている車線（車線種別） 
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【解説】 
各情報提供項目は、以下の通りである。 

 
・ 工事規制の開始日時 

工事規制が開始された日時である。 
 
・ 工事規制の終了日時 

工事規制が解除された日時である。 
 

・ 規制の開始位置（縦位置） 
工事規制されている区間の上流端である。 

 
・ 規制の終了位置（縦位置） 

工事規制されている区間の下流端である。 
 

・ 工事規制の長さ 
工事規制の開始位置から終了位置までの距離である。 

 
・ 工事規制されている車線 

工事規制により通行できない車線種別である。 
 

4.3.  システム構成 
【要件】 
各道路管理者又は事業者が、工事規制計画を踏まえて道路管制システムに登録す

る。緊急的に工事規制が発生した場合、工事規制計画を決定後に道路管制システムに

登録する。 
その後、工事規制開始の連絡を受けた後、工事規制予定情報として登録されている

規制を選択し、開始入力を行い、先読み情報（工事規制情報）を生成し提供する。 
 
【解説】 
① 前日までの作業（中日本高速道路株式会社の場合） 

工事予定が決まり次第、各事務所において工事規制支援システム（社内システム

（RIMS））に入力する。緊急的な規制以外は、前日夕方までに登録する。道路管制セン

ターの管制員が毎夜間に工事規制支援システム（工事予定システム）から出力し（CSV）、

オフラインにて交通中央システム（工事規制情報提供システム）に取り込み、前日まで

に工事規制予定情報として登録する。 
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② 当日の作業（中日本高速道路株式会社の場合） 

工事規制開始の連絡を受けた後、道路管制センターの管制員が工事予定情報として登

録されている規制を選択し、開始入力を行う。工事規制開始の連絡を受けた後に交通中

央システム（管制卓）に規制開始を入力し、自動で C2 システムにて、C1 へ送信される。 

 

 

図 4-2 工事規制情報のデータ生成の流れ（中日本高速道路会社の場合） 
※ 作業の流れについては道路管理者により一部異なる。 

 
4.4.  性能に関する事項 
【要件】 
先読み情報（工事規制情報）は、以下の精度と鮮度で情報提供するものとする。な

お、情報の精度については、高速道路の本線単路部を想定して設定している。 
情報の精度：縦位置の精度は 100m 程度 

横位置の精度は車線種別 

情報の鮮度：車両が情報提供位置から規制位置に至るまでの時間程度 
 

【解説】 
・ 情報の精度 

縦位置の精度は、分合流等による区間内での道路構造の変化を避けるため、100m 程

度とする。横位置は、工事規制の開始位置が属する車線とする。 
なお、縦位置の精度については、自動運転車両に対しては 10m 単位が求められ、この

点は今後の課題である。 
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・ 情報の鮮度 

情報提供から工事規制位置に至るまでにある程度の時間を要するため、情報提供は高

い鮮度（秒単位など）が求められるものではない。このため、車両が情報提供位置から

工事規制位置に至るまでの時間程度の精度で提供することになる。なお、特に自動運転

トラックは乗用車と比べて車両寸法が大きく、動力性能に限界があるため、加速、減速、

車線変更等の走行制御に時間と距離が必要となる。そのため、先読み情報（工事規制情

報）は、自動運転トラックにとって十分な余裕を持って事前に提供することが必要であ

る。また、提供された先読み情報（工事規制情報）と車両が現場に至った時の実際の工

事規制状況に差異が生じる可能性があるが、安全側での運用が求められる（工事規制情

報の開始時刻より早い段階で現場で工事規制が開始される、現場で工事規制継続中にも

関わらず工事規制情報では解除されている等がないこと）。 
 
4.5.  提供可能時期 

先読み情報（工事規制情報）は、自動運転トラックの実証実験でニーズがあり、かつ

情報提供のためのシステム構築等が具体化する可能性がある。また、都市間高速道路

（NEXCO 管理路線）では、既に工事規制情報が車線種別で VICS 情報が提供されてお

り、一部区間の車線種別を新たに定義すれば、既存システムを活用する形で情報提供が

可能となる。このため、自動運転トラックの実証実験での先読み情報（工事規制情報）

の提供可能時期は、「短期」となる見通しである。 
一方で、先読み情報（工事規制情報）の提供の実用化には、全ての道路管理者の車線

種別を整理したうえで、情報提供フォーマットを検討する必要がある。このため、社会

実装としての先読み情報（工事規制情報）の提供可能時期は、「中長期」となる見通し

である。 
 

4.6.  更なる拡充・改善の要否 
現時点では、特段なし 

 



付属資料２ 先読み情報提供サービスの要件定義案（工事規制情報） 

- 10 - 
 

【参考】情報提供フォーマットのイメージ 
先読み情報（工事規制情報）の情報提供フォーマットは、以下のデータ項目が含まれ

るものとする。 
 

データ項目 表現形式・内容 
1 工事規制の開始日時 9999 年 99 月 99 日 99 時 99 分 

2 工事規制の終了日時 9999 年 99 月 99 日 99 時 99 分 
3 工事規制の開始位置（縦位置） ・ 2次メッシュ番号＋VICSリンク番号＋リ

ンク端からの距離 
・ リンク端からの距離は 100m 単位で表現 
・ 途中のリンク列を列記することで、工事

規制されている区間全体を表現 
4 工事規制の終了位置（縦位置） 同上 
5 工事規制の長さ 工事規制の開始位置から終了位置までの長

さ（100m 単位で表現） 
6 工事規制車線 走行 1、走行 2、追越、登坂、路肩、登坂＋走

行 1、走行 1＋走行 2、走行 2＋追越 

 
【解説】 
・ 工事規制の開始日時 

工事規制が開始された日時（日本時間）である。年は「1～9999」、月は「1～12」、日

は「1～31」、時は「0～23」、分は「0～59」で表現する。 
 
・ 工事規制の終了日時 

工事規制が解除された日時（日本時間）である。年は「1～9999」、月は「1～12」、日

は「1～31」、時は「0～23」、分は「0～59」で表現する。また、工事規制の終了に伴い、

情報を消去する（情報が有効な状態では配信が継続される）。 

 
・ 工事規制の開始位置（縦位置） 

工事規制されている区間の上流端である（参考 1）。VICS リンク番号とその VICS リ

ンクの終端からの距離を 100m 単位で表現する。 
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参考 1 工事規制の開始位置（縦位置） 

 
・ 規制の終了位置（縦位置） 

工事規制されている区間の下流端である（参考 2）。VICS リンク番号とその VICS リ

ンクの終端からの距離を 100m 単位で表現する。なお、工事の進捗に伴い、終了位置は

下流側に移動（規制の距離が延伸）する場合がある。 
 

 
参考 2 工事規制の終了位置（縦位置） 

 
・ 規制の長さ 

工事規制の開始位置から終了位置までの距離であり、100m 単位で表現する。 
また、工事規制の開始位置、終了位置の間の各リンクを羅列することにより、区間と

しての工事規制を表現する。 
 

1500m 先 

規制予告標識 

規制区間 

規制開始位置 

リンク終端からの距離（10m 単位） 

リンク 01 リンク 02 リンク 03 

1500m 先

規制予告標識 

規制区間 

規制終了位置 

リンク終端からの 
距離（10m 単位） 

リンク 01 リンク 02 リンク 03 
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・ 規制車線 
工事規制により通行できない車線種別である。 

 
車線別の工事規制情報の表現案は、図 3-4 の通りである。横位置は、総車線数と車線

位置（左から数えた車線数）で表現している。なお、道路利用者の観点からは、車線名

称の提供も必要と考えられる。例えば、都市間高速道路の場合、路肩（左側）、付加車

線 1（左側）、登坂車線 1、第 1 走行車線、追越車線 1、付加車線 1（右側）、路肩（右側）、

空きなどである。都市内高速道路の場合、路肩（左側）、左分流 1（左側）、左合流 2（右

側）、左車線、左中車線、中車線、右中車線、右車線、右合流 1（左側）、右分流 2（右

側）、路肩（右側）、空きなどである。 
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1.  はじめに 
高速道路の IC 出口等において渋滞が発生した場合、安全・円滑な自動運転を継続す

るには、IC 出口等での渋滞が路肩や本線の一部まで延びている状況を検知し、車両に

提供することが求められている。 
そこで、本書では、高速道路の IC 出口等で発生する渋滞を検知し、先読み情報（出

口情報）を提供する仕組み（システム）を検討し、要件定義案として取り纏める。 
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2.  先読み情報（出口渋滞情報）のサービスイメージ 
先読み情報（出口渋滞情報）は、高速道路の IC 出口等での渋滞発生時において、IC

出口等での渋滞状況を把握し、タイムリーに車両へ情報提供する（図 2-1）。先読み情報

（出口渋滞情報）を取得することで、車両は路肩での渋滞発生の有無と渋滞の位置を認

識できる。その結果、安全運転に係る監視・対応主体がドライバーである自動運転の場

合、渋滞末尾前でハンズフリーを解除したうえで IC 出口等の車列に走行すること、安

全運転に係る監視・対応主体がシステムである自動運転の場合、渋滞末尾前でドライバ

ーへ運転操作を移譲して IC 出口等の車列に走行することや、事前の車線変更や経路（出

口）選択が可能となる。 
 

 

図 2-1 先読み情報（出口渋滞情報）のサービスイメージ 
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3.  現状の渋滞情報 
現在、道路管理者が渋滞を把握した場合、当該渋滞の区間、長さ、渋滞区間を通過す

るために必要となる時間を情報提供している。一方、路肩での渋滞に関する具体的な情

報は提供されていない状況である。 
 
3.1.  渋滞の検知方法 

道路管理者は、「車両検知器（トラフィックカウンター）」、「ETC2.0 プローブデータ

（※一部の道路管理者のみ）」、「巡回車からの報告」等をもとに本線での渋滞を把握し

ている。 
 
(1)  車両検知器（トラフィックカウンター） 

車両検知器（トラフィックカウンター）は、都市内高速道路では概ね 300～500m ご

と、都市間高速では、渋滞多発区間は概ね 2km ごと、その他区間は概ね IC 間に 1 か所

に設置されている。 
車両検知器（トラフィックカウンター）は、本線車の平均速度を計測し、各道路管理

者において路線ごとに渋滞を定義している。 
なお、車両検知器（トラフィックカウンター）では、通過する車両の台数、車種（小

型車・大型車の判別）、速度等を計測できるが、渋滞末尾の位置や路肩の渋滞は計測で

きない（図 3-1）。 
 

 
図 3-1 車両検知器（トラフィックカウンター）による渋滞の検知（イメージ） 

 
・ 渋滞の検知アルゴリズム 【中日本高速道路株式会社の場合】 

一定時間内（5 分）の通過車両の平均速度を計測し、時速 40km 以下の区間を周期

的（1 分毎）に更新（渋滞長） 
 
・ 渋滞の定義 【中日本高速道路株式会社の場合】 

時速 40km 以下で低速走行あるいは停止発進を繰り返す車列が、1km 以上かつ 15
分以上継続した状態 

 

渋滞末尾 
※この位置が分かるものではない 

順調 渋滞あり 渋滞あり 
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表 3-1 混雑の程度の基準 
道路の区分 「混雑」と表現すべき速度 「渋滞」と表現すべき速度 

郊外部の高速自動車

国道等 
60 キロメートル毎時以下 40 キロメートル毎時以下 

都市部の高速自動車

国道等 
40 キロメートル毎時以下 20 キロメートル毎時以下 

 
その他の道路 20 キロメートル毎時以下 10 キロメートル毎時以下 

出典：交通情報の提供に関する指針（平成 14 年国家公安委員会告示第 12 号）をもとに作成 

 
(2)  ETC2.0 プローブデータ 

ETC2.0 プローブデータには、データ蓄積時の本線車の走行速度が記録されており、

渋滞区間の推定が可能なデータとなっている。一部の道路管理者において、渋滞状況の

推定に活用されている（図 3-2）。 
 

 
図 3-2  ETC2.0 プローブデータによる渋滞の検知（イメージ） 

 
3.2.  先読み情報（出口渋滞情報）の提供に関する課題 
(1)  出口渋滞の検知 

高速道路の IC 出口等で発生する渋滞について、路肩や本線の一部に伸びている状況

を検知できない。また、ETC2.0 プローブ情報を渋滞末尾の検知に活用する場合、IC 出

口等付近に路側機が設置されていないことが課題となる。 
 
(2)  先読み情報（出口渋滞情報）の提供 

現状の情報提供フォーマットでは、本線やオフランプで発生する渋滞情報は提供でき

るものの、路肩で発生する渋滞情報は提供できない。また、本線の一部車線で渋滞して

いる状態を表現できない（図 3-3）。 
この結果、高速道路での自動運転の観点からは、以下のようなリスクが発生すること

が想定される（図 3-3）。 
 

ここまで走行してデータ収集 

この区間が渋滞と認識 次の路側機で収集したプロ
ーブデータで渋滞を認識 

プローブデータをアップリンク 
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・ IC 出口等から流出する自動運転車が分岐部まで走行した後、IC 出口等から続く車

列により流出路に進入できず、本線上で停止する。 
・ 本線を走行する自動運転車が、路肩で渋滞末尾の車両を障害物と検知する。 

 

 

図 3-3 先読み情報（出口渋滞情報）の提供に関する課題 
 

なお、自動運転トラックの場合、車両の前方障害物検知可能距離（200m～250m）と

車線変更に必要な右後方車間距離（100～130m）を考慮すると、現状の交通流下では障

害物回避のための車線変更が困難な場合が存在する（令和５年度 第 1 回自動運転の

拡大に向けた調査検討委員会資料）。 
 
3.3.  課題への対応 
(1)  出口路肩渋滞の検知に関する分析 

高速道路の出口 IC 等の路肩で待機する渋滞車列の検知可能性を分析する。具体的に

は、路肩渋滞が発生している区間・日時の ETC2.0 プローブデータを用いて、高速道路

の本線から出口方向に流出した車両と流出せずに本線を走行した車両の ETC2.0 プロー

ブデータを比較することで、路肩での出口流出待ち渋滞車列の検知可能性を分析する。 
 
(2)  情報提供フォーマットの作成 

高速道路に設置された ITS スポットから先読み情報（出口渋滞情報）を提供するため

の情報提供フォーマットについて、以下の点を踏まえて検討・作成する。 
・ 「先読み情報提供サービス IC 出口等の渋滞情報の提供 サービス解説書案 

令和 5 年 3 月（国土交通省国土技術政策総合研究所）」の実験用 ID（ID＝28）を活

用する。 
 
 
 
 

リスク：流出路に進入できず停止 

リスク：路肩渋滞を障害物と検知 

課題：路肩渋滞や一部車線のみの渋滞を検知できない 
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4.  先読み情報（出口渋滞情報）の要件と解説 
4.1.  サービス内容 

先読み情報（出口渋滞情報）は、IC 出口等での渋滞情報（渋滞区間、渋滞末尾等）を

本線上流部を走行する車両に提供することで、余裕を持って必要となる運転（例：安全

運転に係る監視・対応主体がドライバーである自動運転の場合、渋滞末尾前でハンズフ

リーを解除したうえで IC 出口等の車列に走行すること、安全運転に係る監視・対応主

体がシステムである自動運転の場合、渋滞末尾前でドライバーへ運転操作を移譲して IC
出口等の車列に走行することや、事前の車線変更や経路（出口）選択が可能となる。）

を支援するものである（図 4-1）。 
 

 
図 4-1 IC 出口等での渋滞情報提供（イメージ図） 

 
4.2.  情報提供項目 
【要件】 
先読み情報（出口渋滞情報）は、以下の情報を提供するものとする。 
・ 路肩渋滞の発生 
・ 路肩渋滞の発生日時 
・ 路肩渋滞の区間長 
・ 路肩渋滞の末尾位置 
・ 路肩渋滞の発生車線（路肩、第 1 走行車線） 
・ 路肩渋滞の通過時間 
・ 路肩渋滞の原因 

 
【解説】 

各項目の説明は、以下の通りである。 



付属資料３ 先読み情報提供サービスの要件定義案（出口渋滞情報） 

 

- 7 - 
 

 
・ 路肩渋滞の発生 

路肩渋滞の発生の有無である。 
 
・ 路肩渋滞の発生日時 

路肩渋滞が発生した日時である。 
 
・ 路肩渋滞の区間長 

路肩渋滞の長さ（リンク番号＋リンク端からの距離）である。 
 

・ 路肩渋滞の末尾位置 
路肩渋滞が終了する位置（終端のリンク番号＋リンク端からの距離）である。 

 
・ 路肩渋滞の発生車線（路肩、第 1 走行車線） 

路肩渋滞の発生車線（路肩、第 1 走行車線）である。 
 

・ 路肩渋滞の通過時間 
渋滞区間の通過に要する時間である。 

 
・ 路肩渋滞の原因 

路肩渋滞の原因（故障、事故、先詰まり等）である。 
 
4.3.  システム構成 

【要件】 
各道路管理者が、CCTV、ETC2.0 プローブデータ、巡回車からの報告により IC 出

口等での渋滞を把握し、その内容を道路管制システムに登録する。 
その後、情報提供システムが道路管制システムに登録された内容を取得し、先読

み情報（出口渋滞情報）を生成し提供する。 
 

【解説】 
管制センターの管制員が IC 出口等での渋滞発生の連絡を受けた後、その内容を管

制システムに登録し、情報提供を行う。 
 
4.4.  性能に関する事項 

【要件】 
先読み情報（出口渋滞情報）は、以下の精度と鮮度で情報提供するものとする。 
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情報の精度：縦方向（進行方向）の位置の精度は 100m 程度 
横方向（横断方向）の精度は車線種別 

情報の鮮度：車両が情報提供位置から渋滞末尾位置に至るまでの時間程度 
 

【解説】 
・ 情報の精度 

縦位置の精度は、100m 程度とする。横位置の精度は、渋滞末尾位置が属する車線

である。 
なお、縦位置の精度については、自動運転車両に対しては 10ｍ単位が求められ、こ

の点は今後の課題である。 
 
・ 情報の鮮度 

情報提供されてから出口渋滞位置に至るまでにある程度の時間を要するため、情報

提供は高い鮮度（秒単位など）が求められるものではない。このため、車両が情報提

供位置から出口渋滞位置に至るまでの時間程度の精度で提供することになる。 
なお、自動運転トラックは乗用車と比べて車両寸法が大きく、動力性能に限界があ

るため、加速、減速、車線変更等の走行制御に時間と距離が必要となる。そのため、

先読み情報（出口渋滞情報）は、自動運転トラックにとって十分な余裕を持って事前

に提供することが必要である。 
 
4.5.  提供可能時期 

先読み情報（出口渋滞情報）は、自動運転トラックの実証実験でニーズがあり、かつ

情報提供のためのシステム構築等が具体化する可能性がある。また、実験用の情報提供

フォーマットは、「先読み情報提供サービス IC 出口等の渋滞情報の提供 サービス解

説書案 令和 5 年 3 月（国土交通省国土技術政策総合研究所）」の実験用 ID（ID＝28）
を基本とすれば、対応可能である。このため、自動運転トラックの実証実験での先読み

情報（出口渋滞情報）の提供可能時期は、「短期」となる見通しである。 
一方で、先読み情報（出口渋滞情報）の提供の実用化には、ETC2.0 プローブデータを

用いた路肩内の出口 IC 等の渋滞車列の検知可能性について技術的な検討が必要である。

このため、社会実装としての先読み情報（出口渋滞情報）の提供可能時期は、「中長期」

となる見通しである。 
 
4.6.  更なる拡充・改善の要否 
路肩内の IC 出口等の渋滞車列の検知について、正確性と速報性を向上させる必要がある。 
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参考資料１ 情報提供フォーマットのイメージ 
実験用 ID は、「先読み情報提供サービス（IC 出口等での渋滞情報） 路車間通信［ITS

スポット］フォーマット（案）」を基本とする（ID=28 を想定）。 
 

表 実証実験用の情報提供フォーマット ID=28 （IC 出口等での渋滞情報） 

No 項目 備考 表現形式 
データ量 

（byte） 

1 空き  bin（1）*5 

2 2 提供時刻（時）  bin（5） 

3 提供時刻（分）  bin（6） 

4 2 次メッシュ数  bin（8） 1 

5 2 次メッシュ座標  bin（8）*2 2 

6 2 次メッシュ内情報バイト数  bin（16） 2 

7 2 次メッシュ内リンク情報:j  bin（16） 2 

8 

情
報
１ 

連続リンク数:k  

２
次
メ
ッ
シ
ュ
数
分
繰
り
返
す 

bin（8） 1 

9 リンクレイヤ  bin（2） 

2 10 リンク区分  bin（2） 

11 リンク番号  bin（12） 

12 

渋
滞･

混
雑
の
車
線 

第 1 走行車線  bin（3） 

7 

13 第 2 走行車線  bin（3） 

14 第 3 走行車線  bin（3） 

15 第 4 走行車線  bin（3） 

16 第 5 走行車線  bin（3） 

17 第 6 走行車線  bin（3） 

18 第 7 走行車線  bin（3） 

19 第 8 走行車線  bin（3） 

20 第 9 走行車線  bin（3） 

21 第 10 走行車線  bin（3） 

22 左車線  bin（3） 

23 右車線  bin（3） 

24 中央車線  bin（3） 

25 追越車線  bin（3） 

26 ゆずり車線  bin（3） 

27 登坂車線  bin（3） 

28 路肩･IC 出口等（左側）  bin（3） 
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No 項目 備考 表現形式 
データ量 

（byte） 

29 路肩･IC 出口等（右側）  bin（3） 

30 空き  bin（2） 

31 渋滞原因  bin（8） 1 

32 

基本 

情報 

渋滞部数（兼拡張子）  

連
続
リ
ン
ク
数
分
繰
り
返
す 

bin（3） 

1 

33 渋滞度  bin（2） 

34 旅行時間提供有無フラグ  bin（1） 

35 旅行時間種別  bin（1） 

36 旅行時間情報提供フラグ  bin（1） 

37 時間単位  bin（1） 
1 

38 リンク旅行時間情報  bin（7） 

39 

拡張 

渋滞度  渋
滞
度
数
分 

繰
り
返
す 

bin（2） 

4 

40 距離単位  

※1 

bin（3） 

41 リンク終端からの距離  bin（10） 

42 渋滞長  bin（10） 

43 空き   bin（7） 

      

 情
報
ｊ 

  bin（8） 1 

     

※1：渋滞度=0 の時は意味を持たない 
出典：「次世代の協調 ITS の実用化に向けた技術開発に関する共同研究報告書（国土交通省国土
技術政策総合研究所）」をもとに作成 
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参考資料２ 各種検知方法と渋滞末尾検知での課題 
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